




9,一般会計0x 

平成２８年度当初予算集主要事業の概襲9,政策企画部0x 

ｔ
ルx9 一一81上段平成２８年度財務部長内不額

中段平成２８年度知事復活要求額
下段平成２７年度当初予算額

9,単位百万円0x 
２８既内示額  

事業名  ２８復活要求額  摘 要 
9,２７当初予算額0x  

１ 国際博覧会大阪  国家プロジェクトである国際博覧会の大阪 ２１  
開催を目指して、 基本コンセプトの策定や誘致 

開催検討事業費  9,２２0x  する機運の醸成を図る。 

«調整中»  
「副首都・大阪」の確立に向けた取組みを 

進めるため、副首都推進本部において、幅広く 

9,０0x  意見を聴きながら検討を進め、 中長期的な 
ビジョンや取組み方向を明らかにする。 

３ 災害用備蓄物資  
７１５  南海トラフ巨大地震の被害想定や東日本 

大震災の教訓を踏まえ、 府と市町村でとりまと 
購入費  9,６１0x  めた 「大規模災害時における救援物資に関する 

今後の備蓄方針」 に基づき備蓄増強を行う。 

平成２６年８月の広島土砂災害等を踏まえ、 

４土砂災害から「逃げ  
５  府内の土砂災害警戒区域等での府民の「逃げる」 

対策を充実するため、夜間の避難対策や、避難 ・ る」対策促進事業  
9,０0x  行動要支援者9,高齢者や障がい者等0xに対する 

避難対策を強化する市町村への支援を行う。 

５ 地域安全センター 
１１  地域防犯ボランティアの活動拠点である 

地t或安全センターを府内全小学校区に設置する 
設置加速化事業  9,０0x  ために必要な開設費用の一部について、 市町村 

補助を行う。  

9,特別会計0x 
２８既内示額  

事業名  ２８復活要求額  摘 要 
9,２７当初予算額0x  

関西国際空港関連事業  
５,９７２  

関西国際空港の出資等に係る府債の償還等を 
特別会計  9,９,４９５0x  行う。  

１ 



平成２８年２月定例府讓会提出予定議票 9,予算票を除く0x の概襲

政策企画部

事件議決案9,１件0x 
件 名  概 要  主 管 課 

関西広域連合規約を変  関西広域連合の処理する事務に関する規定を改  企 画 室 

更する件  正するため、規約を変更することについて、地方自  地 域 主 権 課 

治法第２９１条の１１の規定により議決を求めるもの。  

Ｉｌ 条例案9,１件0x 
件 名  概 要  主 管 課 

大阪府安全なまちづく  学校教育法の改正に伴い、施設内において幼児、  青少年・地域安全室 

り条例一部改正の件  児童、 生徒等の安全を確保するよう努めるものと  治 安 対 策 課 

されている学校等に義務教育学校を追加する。  

施行日81平成２８年４月１日3,  

３ 



国の長期人口ビジョン 9,Ｈ２６3,１２3,２７策定0x 

   

「ーーーーーーーーーーニーニニ二x9,0,0,0,0,0,0,0,0,0,0,0,0ｌ「ーーニーーーーーーー一ｌ ◆府においても人口の将来展望を 

  

Iｒ活力ある日本社会」の維持『 ｌl①ｒ東高正１萎Ｅ 見通し、それを踏まえて取組み 
ｌ◇人口減少に歯止めをかけ、２０６０年に１億人能の人口を確保 ｌl②若い世代の就業婚。 ｌ賽富 を進めていくことが必要 
１◇若い世代の希望力1一美現すると出生率は１８程度に向上 １１子育ての希望の実現 １ 
ｌ ※２０２ｶﾟ２こ１3,６能、２２３０年に１3,８室２０４９ｆｌこ２3,０７が達成されると想定１ｊ③地域の特性に即した １基業・◆２０１５9,Ｈ２７ｊ新か５、ﾀ・ｇ 

１일스口の女⊠イーと「生産性%向⊠⊠力、実現⊠る1⊠ば、２０５０年代の ｌｊ地域課題の解決 ｌx9� ,0 ���0x年を見通し、ビｙヨ� １実質ＧＤＰ成長學は、１3,５0x２0xｏ程度の維持が可目ヒ, １1 ｌ ｕ取通 
１3, IL 」   

圈大販府の人口の潮流
０人口総数の推移
。聞ａま75〔】ｌ万人
。今後⊠日⊠１３7Ji入ｉ減

  ａsti８ａｌa９２画関ｌ部   ,0 
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０人口の社会増減
・ 圍域別で成云出超過は東京圈のみ

9,特に、進学・就職時力、ら３０代0x 

０人口構成
・２０４０年には高齢者力、全体の３５,９0x 

。 年齢階層別では、進学・就職時に転入超過
9,特に女x9１生0x 。男女とも学齢期前と３０代、

６０代で転出超過。
本x9 【大阪府81女性】

０世帯数。世帯構成
・高齢世帯数9,特に単独0xが

増加する見込み
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０出生数・出生率
・出生数は今後も減少
・人口維持に必要な水準0x２,０７81 
を下回る出生率
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外国人訪間数 9,観光・レンヤ一目的0x 
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経済。雇用
◇生産年齢人口の減少

Ｅａ0,労働力の絶対数の不足、高齢者等の雇用拡大
ＥＰ, 中小企業の人材確保が困難

◇東京一極集中による人材の流出
Ｅｔ,中枢を担う人材9,プロフェッショナル人材0xの流出
다厳しい若年層の雇用環境9,収入0x

◇市場構造・雇用環境の変化
다 医療・福祉分野の市場拡大
Ｅ重０,新たな産業創出の契機に

都市。まちづくり
◇都市構造9,人口0xの変化

ＥEO,都市インフラ需要、公共交通需要の変化
다低Ｉネルキ゛一社会の先導、 都市インフラの集約化
0・高齢者に対応したまちづくり

◇空地・空家の増加
Ｅ,ｔ⊠住環境等の悪化の可能性、住宅ストックの

有効活用
◇農地・森林の荒廃
◇都市のにぎ、わいの低下

團人口の将楽員通し9,シミ１レーション0x
出生率を改善し、 東京圈への一極集中を解消すること
により、人口減少傾向が抑制できれば、８２３万人0x 
８３７万人の間になると推計

圈基本的な視点

ｅ人口減少傾向を抑制し、 将来予想される
人口構造を変えていく

ｅすべての人が活躍できる持続可能な社会シス
テムを再構築

ｅ都市としての経済機能や魅力を高め、 活気
あふれる「大阪」を実現

圈はじめに

７人

ａ申国

１,０５２人

Ｅ関西

国人口減少。超高齢社会の影響
府民生活

◇高齢化の急速な進展
다医療・介護需要の増大、
EO・社会保障経費の増大、 医療。福祉人本オの不足

◇高齢者単独世帯の増加
다高齢者の社会的孤立、コミュニティの弱体化
다地域の防犯力・防災力の低下

◇回復しない出生数
다出産年齢を迎える女性の減少
→きめ細かな教育の推進など教育環境の変化

５ 



»変革のチャンスと捉えて改革に取り組み、持続的な発展を実現9,積極戦略0x
»人口減少。超高齢社会がもたらす将来の備えを着実に推進 9,調整戦略0x

x9=i>積極戦略と調整戦略にバランスよく取り組むことで『持続的な発展」を実現
⇒目標9,ＫＰ:「0xの達成状況を確認。検証し、真に効果の高い政策にブラッシュアップ

国 計画期間 ２０１５9,Ｈ２７0x年度から２０１９9,Ｈ３１0x年度までの５年間

꼬0x人口減少。超高齢社会においても持続可能な地域づくり
③誰もが健康でいきいきと活躍できる「まち」をつくる

→ 健康寿命の延伸、障がい者対策など
④ 安全。安心な地域をつくる

다 防犯、防災9,災害対策0x など

81田I0x東西二極の一極としての社会経済構造の構築
⑤都市としての経済機能を強化する

時 産業創出、企業立地など
⑥ 定住魅力。都市魅力を強化する

,ａ０, 定住人ロ。交流人口の拡大など

ｅ総人口の推移9,推計0x 

園大販の魅力を活かした「人口対流」の実現
東京圏と大阪の比較や東京圍移住者を対象としたアンケート調査等9,※0xに基づき、大阪の
「強み」やさらに強化すべきポイントをとりまとめ、東京圏から大阪への「人口対流」の実現にむけ
ＰＲすべき「大阪のよさ」を例示

大阪の強み・ 
さらに強化

すべきポイント

新しい部市型ライフスタイルの実現

【大販の強みや特徴を踏まえ、ＰＲすべき大阪のよさ】
０生活……・・自分らしく暮らす
０仕事……・・「ナレッジイノベーション」を実現、「ものづくり」で起業
０地域……・・地域に根差した活躍、アクティブなシニアライフ
０研究・開発…「企業の研究開発」、「基礎研究」「実用化に向けた先端研究」
０観光魅力…・エンターテイメント、歴史・文化を体感、インバウンド、留学

※東京圏への流出超過の原因等を調査するため、アンケート調査等を実施
・ ＷＥＢアンケート……大阪出身の東京圈移住者、関西在住の大学生を対象

 グループインタビュー…大阪へのＵＩＪターン経験者を対象

国地域類型別課題への対応
「都心部」「周辺部」等の４つの工リアごとにどのような強みがあり、それをいかに伸ばしていくべきか
整理 ,国０x9 地域の特色を高める府内の先進事例を例示
０都心部…都市の中心部。オフィス・商業地 ０郊外部…二ユータウン、ベッドタウン
０周辺部…音から発展した地域、密集市街地 ０山間部…農地・緑地が中心の地域

1⊠1当摰彦牴湡彳㈰ㄳ戮灭 國基本方針

１ｊ 人口減少。超高齢社会のもとで、大阪の「成長の実現」と「安全。安心の確保」を同時に図るため、ii

 日本の成長を華引する東西二極の一極としての社会経済構造の構築をめざすとともに、

１・１ 少子。局齢化等が及9,ます影響や将来の課題に的確に対応できるよつ、実行性の局い戦略を策定

基本姿勢

困 国への働きかけ
、0x 国機関等の移転。設置

⇒特許庁、中小企業庁、工業所有権情報・研修館、国立健康・栄養研究所等
ｖx9 地方拠点強化税制

⇒支援対象外地域9,大阪市全域、守口市、東大阪市、堺市の一部0xの見直し
ｖx9 税財源自主権の確立  
、/ 民間が自由に活動できる環境整備9,規制緩和0x 

国 今後のスケジュール ｴﾙ 平成２８年度当初予算案編成後、「具体的な施策」とＫＰＩをＨ２８版に更新
パブリックコメント等の手続きを経て２８年３月成案化予定

※地方創生推進交付金9,新型交付金0xの国への交付申請は平成２８年度の予定

７ 



大阪府強靭化地域計画9,案0xについて

平成２５年１２月「国土強革場化基本法」公布。施行
→地方公共団体は国土強靭化地域計画を定めることができる9,基本法第１３条0x 
平成２６年６月 「国土強靭化基本計画」 閣議決定

» 大都市としての大阪が有する多様な機能が、 自然災害によって致命的な被害を負わないだけの「強
さ」と、被災後も、地域活動や経済活動が可能な限り速やかに回復し、成長を持続することができる
だけの「しなやかさ」を併せ持つた地域。社会づくりを進める。 

» 日本の成長をけん引する東西二極の一極として世界で存在感を発揮する都市を目指す「大阪の成
長戦略」を踏まえ、府の内外から信頼される安全。安心の確保に努める。

※国の財政的支援についての考え方 3,
「地域計画に基づき実施される取組に対し、交付金,補助金等の交付の判断にあたって、一定程度配慮」

9,平成２８年１月国土強靭化の推進に関する関係府省庁連絡会議において決定0x 

【対象とする災害9,リスク0x】
大規模自然災害81地震、津波、風水害9,台風、蒙雨、高潮、土砂災害等0x

【計画の期間】
平成３６9,２０２４0x年度までを見据えて策定。
今後の社会経済情勢等の変化や施策の推進状況等を踏まえ、概ね５年後に見直す。 

【計画のイメージ】
骨子案9,8月末0x 

【進捗管理】
» 本計画の進捗管理は、それぞれの個別施策が関連づけられる計画等を踏まえて実施する。 
» 毎年、各関連計画における進捗状況を集約し、概括的な評価を行う。 

０ 「起きてはならない最悪の事態」を回避するための課題を検討
１,0１都市部での建物・交通施設等の複合的・・, ⇒ 密集市街地対策 等１７項目
１,0２不特定多数が集まる施設の倒壊・火災。・・ ⇒ 府有建築物、学校の耐震化 等８項目
１,0３大規模津波等による多数の死者の発生・・。 ⇒ 防潮堤の津波浸水対策 等１３項目

０
０

８,0５広域地盤沈下等による広域・長期にわたる・=⊠水門の耐震化 等１０項目 9,計２１９項目一部重複有り0x 

◆「起きてはならない最悪の事態」ごとに抽出した課題に対し必要となる取組みを総点検
０関連計画を基に必要な個別施策を検討 9,取組内容。現状。目標等0x
◆取組みに漏れがないよう部局間調整を実施

個別施策
１,0１①密集市後『

②防火・準防火地域等の指定促進
１,0２ ①府有建築物の耐震化

②学校の耐震化等
０
０

８,0５①防潮堤の津波浸水対策
②水門の耐震化 等 9,計１１１項目0x 

関連計画
・新・大阪府地震防災アクション７ラン・都市整備部地震防災アクションフロクx9ラｉ,

・今後の治水対策の進め方 ・今後の土砂災害対策の進め方
・大阪府地域森林計画 ・ため池防災減災アクションフラン

・公共交通戦略 ・貨物車交通プラン
・大阪府地籍調査促進戦略 ・大阪府都市基盤施設長寿命化計画

9,計１０計画0x 

◆「起きてはならない最悪の事態」ごとに具体的な取組みを整理
◆関連計画に基づき個別施策を推進
◆「起きてはならない最悪の事態」ごとの進捗管理を実施

【記載例】起きてはならない最悪の事態「１,0３大規模津波等による多数の死者の発生」

課題9,脆弱性評価結果0x 個別施策
防潮堤の津波漫水対策9,都市整備部環境農林水産部0x 

ｌ １,08181,0ＣI) １ 
１ 南海トラフ地震発生に１ 」 
ｌ 伴う液状化により、堤 １  

  

81 る津波演水被ﾇﾄの拡 １ 3, 

１ 大を防ぐため、防潮堤１ 
１ の液状化対策が必要１  
ｌ である。 １ 
ｌ １ 
１ ｌ  

ｌ ｌ  
ｌ8181,0,0,0,0,081,0,0,0,0,08181,0,0,0,0,08181818181,0一一8181１  

・南海トラフ地震発生に伴う液状化により、,0提防が沈下することによる津能水波書前大を防ぐため、 防期 
堤の液状化対策を推進する。 ｆ  

０対策完了防期堤・ 
５3,７km 9,Ｈ２６年度末0x0x５７3,４ｋｍ・  

  

対策延長ｊ府管理分81整 
５フｋｍ0xのう、屋x9線防潮堤 で「:識ｉ時に地震直⊠⊠温水 
が始まる危険性のある防期堤 

9,的９ｋｍ0x」の対策を完了・ 
・０ｋm9,Ｈ２６0x=;・９ｋｍ9,Ｈ２８)・x9  

０要対策延長9,府管理分81約 
５７ ｋｍ0x 全ての対策を完了9,Ｈ 
３５)・, 

※大阪市管理分についても、同 
様の新方ｉｔで対策を行う。 �  

７,0,01a3,８,050・,   

２月下旬 案策定9,戦略本部会議0x 3,
※「新・大阪府地震防災アクションフ°ラン」の改訂9,２月１９日予定0x後、その内容を反映

２月0x３月 ２月議会。八x9ブリッグコメント
３月末 成案化 ９ 



１  
大規模自然災害が発生したときでも人命の保  

１,0１ ,0都市部での建物・交通施設等の複合的・大規模倒壤や住宅密集地における火災による死傷者の発生  密集市街地対策、防火地域等の指定促進、消防用水の確保等 計１７項目 
１,0２ 不特定多数が集まる施設の倒壊・火災  府有建築物、学校、病院・社会福祉施設の耐震化等 計８項目 
１3,03,大規模津波等による多数の死者の発生  防潮堤の津波浸水対策、水門の耐震化、水門機能の高度化等 計１３項目 

一81Ｌ,0４,0 異常気象等による広域かつ長期的な市街地等の浸水  長期湛水の早期解消、治水対策、施設の老朽化対策等 計５項目 
護が最大限図られる  

ｎｋ害土２災害9,深層崩壤0x等による多数の死傷者の発生のみならず、後年度にわたり府域の脆弱性 
81 力ｔ高まる事態  

ため池の防災・減災対策、治水対策、土石り、災害対策等 計８項目 

ｉ６情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等で多数の死傷者の発生  津波に関する的確な避難勧告等の判断・伝違、自主防災組織の活動強化等 計１８項目 

大規模自然災害発生直後から救助・救急、医  

２,0１被災地での食糧・飲料水等、生命に関わる物質供給の長期停止  医薬品、医療用資器材の供給、広域緊急交通路等の通行機能等 計８項目 
２,0２3,多数かつ長期にわたる孤立集落等の同時発生  広域緊急交通路等の通行機能、 迅速な道路啓開、迅速な航路啓開等 計４項目 

,0２,0３ 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等9,こよる救助・救急活動等の絶対的不足  水防団組織の活動強化、中長期も含めた災害医療提供体制等 計８項目 
２  療活動等が迅速に行われる9,それがなされない  ,0２,0４,0救助・救急、医療活動のための工ネルキー供給の長期途絶  迅速な道路啓開、 迅速な航路啓開、災害拠点病院の燃料等の確保 計３項目 

場合の必要な対応を含む0x  ２,0５ 想定を超える大量かつ長期の帰宅困難者への水食料等の供給不足  帰宅困難者対策 計１項目 

,２,0６,0、医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶による医療機能の麻癌  病院・社会福祉施設の耐震化、医薬品、医療用資器材の供給等 計５項目 
81２-７3,813,被災地における疫病・感染症等の大規模発生  被災地域の食品衛生監視活動、被災地域の感染症予防等の防疫活動等 計７項目 

３  
大規模自然災害発生直後から必要不可欠な  

３-ｉ,0 矯正施設からの被収容者の逃亡、被災による現地の警察機能の大幅な低下による治安の悪化  警察施設の耐震化 計１項目 

3-2 信号機の全面停止等による重大交通事故の多発  広域緊急路等の通行機能 計１項目 
行政機能は確保する  31一府1庁機能の機能不全  防災情報の収集・伝達、メディアとの連携強化、復興計画の策定等 計１０項目 

３,0４行政機関(府庁除く0x の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下  特定大規模災害力、らの復旧事業に係る府の代行等 81 計２項目 

４  大規模自然災害発生直後から必要不可欠な  ,0４,0１ ,0電力供給停止等による情報通信の麻癌・長期停止  河川の防災テレメータの整備、防災情報の収集・伝達、治水対策 計３項目 
情報通信機能は確保する  ４,0２,3,テレビ・ランオ放送の中断等により災害情報が必要なものに伝達できない事態  メディアとの連携強化、災害時の府民への広報対策、治水対策 計３項目 

大規模自然災害発生後であっても、 経済活動  

,0５,0１ サプライチェーンの寸断をはじめ、 災害等のリスク事象による企業の生産力低下  中小企業の事業継続計画9,ＢＣＰ0x及び事業継続マネ:ジメント9,ＢＣＭ0x等 計５項目 
５,0２ 社会経済活動、サプライチェーンの維持に必要な工ネルキー供給の停止   石油コンビナート防災対策、エネルギーの供給確保等 計４項目 ,0５,03 コンビナート・重要な産業施設の損壊、火災、爆発等  

石油コンビナート防災対策 計１項目 
５  9,サプライチェーンを含む0xを機能不全に陥らせ  5・4海上輸送の機能の停止による海外貿易への甚大な影響  迅速な航路啓開 計１項目 

ない   ５,0５太平洋,、、ルト地帯の幹線が分断する等、 基幹的陸上海上交通ネットワーークの機能停止  広域幹線道路ネットワークの整備、広域的な高速鉄道ネットワークの充実等 計３項目 
５,0６,0金融サービス等の機能停止により商取引に甚大な影響が発生する事態  発災後の緊急時における財務処理体制 計１項目 

,053,-7 食料等の安定供給の停滞  被災農地等の早期復旧支援、食料や燃料との備蓄及び集配体制の対策 計３項目 
大規模自然災害発生後であっても、生活・経  ６-１,081電力供給ネットワーク9,発変電所、送配電設備0xや石油・Ｌ Ｐガスサプライチェーンの機能の停止  石油コンビナート防災対策、電力の防災対策・早期復旧、迅速な道路啓開 計３項目 

６  済活動に必要最低限の電気、ガ、ス、上下水  6,0２、、上水道等の長期間にわたる供給停止  水道の早期復旧及び飲用水の確保、井戸水等による生活用水の確保 計２項目 

道、燃料、交通ネットワーク等を確保するととも  3,6,0３・汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止  下水道施設の耐震化等、し尿及び浄化槽汚泥の適正処理等 計５項目 

に、これらの早期復旧を図る。  ,0６,0４ 地一域交通ネットワークが分断する事態  広域緊急交通路等の通行機能、鉄道施設の防災対策、迅速な道路啓開等 計５項目 
,06-5 異常渇水等により用水の供給の途絶  水源の多様化 計１項目 

７  制御不能な二)欠災害を発生させない   

７,0１ 市街地での大規模火災の発生  密集市街地対策、後方支援活動拠点と広域避難場所等の確保・充実等 計４項目 

７,0２海上・臨,毎部ｌの広ｉ或複合災害の発生  石油コンビナート防災対策、防潮堤の津波還水対策、水門の耐震化等 計５項目 
,0７3 ,0 沿線・沿道の建物月崩 壊による直接的な被害及び交新癌  広域緊急交通路等の通行機能、讯前ま법各啓開  計２項目 
7-４一ため池、タ、ム、防災施設、雨水幹線、排水ポンプ、天然タ、ム等の崩壊・機能不全による一 ,欠災害の発生  ため池の防災・減災対策、施設の老朽化対策、下水道施設の耐震化等 計４項目 
７,0５,0有害物質の大規模拡散・流出  石油コンビナート防災対策、管理化学物質の適正管理、有害物質の拡散防止等 計４項目 

７81,0６3,,0農地・森林等の荒廃による被害の拡大  山地災害対策 計１項目 
7,0,0７3,81風評被害等によるｉ趣或経済等への甚大な影響  正しい情報発信、災害時の府民への広報対策 計２項目 

81８,03,１,0大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が大幅に遅れる事態  災害廃棄物の適正処理 計１項目 

一二道路啓開等の復旧・復興を担う人材等9,専門家、コーディネーター、労働者、地域に精通した技術者等0x 
8-２ 81 3, 3, 81 、 。81、 � 

3,3,,0の不足により復旧・復興が大幅に遅れる事態  
迅速な道路啓開、ｉ81Fしｉ東な航路啓開、府庁ＢＣＰの改定と運用等 3,計４項目 大規模自然災害発生後であっても、 地域社  

８  会・経済が讯ｉ東に再建・回復できる条件を整備  
一域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復旧・復興力大幅に遅れる事態  避難所の確保と運営体制、福祉避難所の確保、被災者の心のケア対策等 計１４項目 

する  二 ８-4 、鉄道・道路・空港等の基幹インフラの損壊により復旧・復興が大幅に遅れる事態  迅速な道足各啓開、 迅速な航路啓開、下水道施設の耐震化等 計１０項目 
防潮堤の津波浸水対策、水門の而、１震化、水防団組織の活動強化等 計１０項目 

計４３ケース 量ｔａt９項目9,個別施萃数111項目0x

１１ 



Ｋ事業團的】 ２０２０年東京オリンピック。八x9ラリンピックに続く国家プロジェクトとして、半世紀ぶりに国際博覧会を開催することは、２１世紀の人類共通の課題解決に寄与することに加え、大阪の都市格の向上や

経済活性化が期待されることから、 機運の醸成を図り、 誘致に向けた取組みを推進する。 

  

国際博覧会大阪誘致構想検討会 富基義基 
・経済界、有識者、市町村で構成。幅広い観点 整ｊ賽筆整 
から意見を聴取。 富ｆ「１ 

。意見、論点等をとりまとめ、公表。 富富ｆ,0. 
9,Ｈ２７年４月0x８月0x 基富富 

          

機運の醸成 富あ3, 
・ハンフレットを作成し、国際博覧会の開催により 富富１室議 
めざす大阪の将来像やメリットなどをわかりやすく 富富,0x9・ 

  

ソーシャルメディアを活用した情報発信 富準「� ,0 
9,ＨＰ、ブログ、フェイスブックの開設0x など ,.１�:  

ミラＪ国際博覧会視察とＢＩＥ視察

大阪誘致の意義や可能性を調査。
知事とＢ Ｉ Ｅ事務局長との意見交換を
実施。

9,Ｈ２７年９月0x 

国への要請

「国際ｔ専覧会大阪誘致を国家プロジェクトとし
て位置づけること」など、今後の国としての対応
について要望。

9,Ｈ２８年１月0x 9,・※0x 

成２８年度当初予算9,案0x ２０,９２２千円

9,１0x国際博覧会大阪開催の調査・検討費
０基本コンセプト作成 

これまでの検討内容をベースに、シンポジウム、企業訪問、有識者ヒアリング等でいただいた
意見を活用して、 「大阪府がめざす国際博覧会はどのようなものか」がわかる骨格を作成。

9,※0x国家プロジェクトとしての位置付け後は、本コンセプトを活用し、基本構想案を策定予定。

０機運釀成9,シンポジウム等開催、アンケート調査実施0x 

9,２0x事務費 経済産業省等との連絡調整旅費等

【事業概要】
誘致を進めるための準備に必要な取組みとして、 どのような国際博覧会を開催するのかという基本コン

セプトづくりを行い、府民や企業をはＣめ、 幅広い方々のコンセンサスが得られるよう、オール大阪での機
運醸成に努めるとともに、国への働きかけ、協議を実施していく。 

※ 9,参考0x 国への要請時9,平成２８年１月0xに説明した国際博覧会のイメージ

開催意義

x9経済成長のエンジンとなる「アベノミクスの新三本の矢」を２０２０年のオリンピック後も持続的に支え、発展させる4, 
く東西二極の一極として日本の成長を牽引する4,ための「新たな戦略、装置」として、 ２０２５年に国際博覧会を大阪で開催。 

０今後の世界共通の課題を解決し、 新たな産業やイノベーションを創出する「人類の未来に貢献する成長型」の国際ｔ事覧会をめざす。 
０大阪のポテンシャルを活力、した「健康・いのち・長寿」をテーマとして開催。会期終了後もその効果を持続。 

x9１4,超高齢社会へのモテ、ルを発信

０先進国、途上国を問わず、今後、どの国も局齢化の問題に直面。 

»特に、日本・大阪は急速に高齢化が進展する地域。 日本・大阪
から世界の課題解決策を提示。 ,0

x9３4,幅広い企業の参画の可能性

◆医療のほか、住宅、福祉、スポーツ、食、自動車、ロボット、家
電、ＩＴなど様々な産業に波及。 ,

０医療や健康、長寿関連は成長産業として今後、市場は拡大。 

x9２4, 大販のポテンシャルの発揮

０大阪・関西には、医療関連企業や大学、研究所などの関連
機関の集積、 幅広い業種における中小企業の高い技術力
があるなど、テーマに関連した様々なツールが揃っている。

x9４4, オリンピックとの連動

０スポーツを通じた健康維持や健康寿命の延伸など、 ２０２０
年のオリンピックとその前後のスポーツイベント9,ラグビーＷ杯
など0xとの連動による途切れのない事業展開を実現, 

x9５4,Ｂ :[ Ｅ 9,博覧会国際事務局0xの評価

０ Ｂ Ｉ ＥのロセルタＬ,ス事務局長は、『「健康」は人類の未来にとって重要なテーマ。これま
で「健康」をテーマとした国際博覧会はなく、こういうテーマを打ち出せばいい。』と評価。

０場所は現時点では未定。
０今後、各種プロジェクトとの連携、交通アクセス、環境への配慮、経費等を踏まえて、候補地を確定。 

【スケジュール】
２０２５年開催をめざして、他国が２０１６年４月に立候補した場合

２０１６年度 【開催９年前】      ２０１７年度  ２０１８年度  
４月 １０月      【開催８年前】  【開催７年前】  

大阪府  

０機運の醸成    

０開催意義、テーマ、会場のあり方などの検討    

ｏ ＢIＥからの調査への対応  

  

総会での投票9,決定0x ◆ 
２０１８年３月 ｌ 

0x１１月頃 １ 
ｌ 

,0識 

       

参 
加 
申 

、請3,  

国  閣議了解に向けた検討  

ＢＩＥ  

  

６か月9,受付公示期間0x 

     

調査、ヒアリング等  

１３ 



２ 

現在、 外交官や高度人材などの外国ｽﾃこ雇用される場合にのみ入国。在留が認められてい
る外国人家事支援人材について、 国家戦略特区の規制改革事項として、 入管法上の在留資
格9,特定活動0xとみなして入国を認め、一定の要件を満たす特定機関9,家事サービス事業者
等0x がフルタイムで雇用し、特区内の利用世帯において、家事支援サービスを実施する事業。

【国家特区法第１６条の３「出入国管理及び難民認定法の特例」】

事業実施の意義。目的 3, 
０ 経済のグローバル化や人口減少、少子高齢化の中で、今後、経済を新たな成長軌道に

乗せるためには、女性。高齢者。若者など、より多くの人々が、その能力を存分に発揮できる
社会を構築することが重要。

０ しかし、それを阻む要因の一つとして、家事。育児等の負担により「家庭を離れ辛い」、「働
きたくても働けない」といった状況が挙げられる。 

０そうした中、女性はもとより、家事の負担を抱える方々の支援ニーズに応えることで、働き方
の幅を広ける方策として、 今後大きな市場拡大も期待される家事支援サービスの活用は、
有効な手段の一つ。

０ ついては、 多様なニーズに応えるサービスの選択肢を提供する観点から「家事支援外国人
受入事業」を推進し、 関西圈国家戦略特区の目標である,0チャレンジングな人材が集まる
都市″への環境整備を図る。  

３3,事業スキーム

４3,スケジュールと事業実施区域 3,
０ 今後、区域計画の認定を経て、国と細部を詰めたうえで、早ければ４月の事業開始を予定。 

０事業実施区域は、当面「大阪市」とする。 9,府内の他市町村での実施は、区域計画認定
後、改めて市町村の意向を確認したうえで進める。0x
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西二極の一極としでx9首都ａ東京” とともに我が国の成長をけん引し、非常時には首都機
能のバックアップを図る“副首都・大阪”の確立に向けて、オール大阪で取組みを進める。

そのため、「副首都」の必要性や意義、「副首都」にふさわしい都市機能や行政機能のあり
方などについて、 幅広く意見を聴きながら検討を深め、 中長期的なビジョンや取組み方向を
明らかにしていく。 

副首都推進本部の組織

〔本部長〕 大阪府知事
〔副本部長〕大阪市長

〔本部員〕 副知事、副市長
府市の関係部局長
事務局長9,府政令市連携室長0x、 事務局次長9,市政策企画室理事0x

※必要に応じて、府市議員、学識経験者9,特別顧問等0xなどが会議に参画

※副首都化の推進については、 堺市、 市長会、 町村長会に会議への参画を要請。 また、
経済界の参画を検討

※事務局は、大阪府政策企画部政令市連携室及び大阪市政策企画室連携調整・推進
担当が共同して担う 9,Ｈ２８3,４以降の体制については、別途検討0x 

〔副首都化の推進に係る具体的な検討課題〕

０副首都の概念Ｅ位置づけ
・副首都の定義、 副首都の必要性
・副首都の法制度のあり方

０副首都の意義と備えるべき機能
Ｂ意義9,国土構造のデュアル化、 首都機能のバックアップ等0x
・機能9,政治、経済、文化、観光交流、交通、都市インフラ等0x

０副首都にふさわしい行政機構
・日本の成長エンジンを担うための行政機構9,マネジメント、都市経営等0x3, 
・住民自治がより反映できる仕組み
・副首都にふさわしい行政サービスの最適化

※副首都化の議論に並行して、 新たな大都市制度のあり方について、 住民から幅広く
意見をお聴きする

 など

◇第１回会議9,Ｈ２７。１２。２８開催0x
【出席者】
。本部長9,大阪府知事0x
副本部長9,大阪市長0x
本部員9,副知事、副市長、府市の関係部局長0x 

ａ学識経験者
猪瀬直樹特別顧問
上山信一特別顧問
堺屋太一特別顧問
佐々木信夫特別顧問
原英史特別顧問

【協議内容】
・副首都推進本部の設置について確認
。副首都化の推進に向け、有識者との意見交換

◇今後の予定
・２月上旬に、第２回会議を開催する方向で調整中。 
・第２回会議においては、副首都の概念・位置づけ等の議論とあわせて、今後の進め方や
スケジュールも確認。

・第２回以降の会議には、堺市、 市長会、 町村長会からも参画いただける方向。
今後、 必要に応じて、 経済界、 あるいは特別顧問以外の有識者等に参画を要請すること
も検討。 

◇指定都市都道府県調整会議との関係整理
。 Ｈ２８3,４3,１、改正地方自治法に基づき、指定都市と都道府県の事務の処理について必要な

協議を行うため「指定都市都道府県調整会議」が設置されることから、 副首都推進本部と
同会議の関係について今後調整を行う。 

国参考81指定都市都道府県調整会議

【目的】
指定都市と都道府県の二重行政の問題を解消し、事務処理を調整するための協議
の場 9,改正地方自治法の施行により、いわば自動的に設置されることになるもの0x 

【協議】
知事又は市長は、 二重行政を防止するために必要であると認めるときは、 相手方
に対し、調整会議におけるｔ力読議を求めることができる 3,

→ 知事又は市長は、協議を求められれば、応じなければならない
【構成員】

知事、指定都市の市長
※他の執行機関の代表者、 職員、 議会を代表する者として議会が選任した者、 学
識経験者を構成員として加えることが可能
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0x南海トラフ巨大地震等に備えるため、平成２７年３月に策定した、「新・大阪府地震防災アクショ81
プラン」について、毎年度、その着実な推進を図るため、“進捗管理手法”を確定するとともに、
新たな住宅・建築物耐震１０ヵ年戦略プランを踏まえ、被害軽減目標を改訂する。

9,i)i劃步營通の墨本方射,⊠3, 3, ,0 
» 各アクシ3,ョンx99,施策。事業0xの年度毎の進捗管理のための指標を確定し公表する

Ｎｏ3,１ 防潮堤の津波,、量水対策の推進

【目標】81平成２７0x２９年度
０平成２６年度からの３年間で、要対策延長9,府管理分81約５７ｋｍ0xのうち、第一線

防潮堤で「満潮時に地震直後から浸水が始まる危険性のある防潮堤9,約９ｋｍ0x」
の対策を完了  

集中取組期間 9,平成２７年度0x２９年度の３ヶ年0x におけるアクション毎の進捗状況を
評価し府民へ公表 9,ﾃｿ年度終了後速やかに0x

０定量的な評価が可能なものについては、 各年度の達成度合を明記 ◆81 
０定量的な評価が困難なものについては、 年度末での取組状況を定性的に評価 Ｊ
O各アクションの進捗評価を踏まえて、 次年度の取組を設定
０これらを毎年度、 公表し、 府民にもご覧いただき、 取組みの着実な推進を図る

右図参照

0x取組み状況】
０「満潮時に地震直後から浸水が始まる危険性のある防潮堤9,約９ｋｍ0x」の対策を
推進。  Ｈ２６ ,0  Ｈ２７  

２3,８ｋｍ完了  計６3,６ｋｍ完了予定  

対策前 対策後

Ｎｏ２２ 地域防災力強化に向けた自主防災組織の活動支援

【目標】81平成２７0x２９年度
０津波浸水想定区域内の自主防災組織リーダーの研修受講機会の確保

【取組み状況】 
０Ｈ２７は研修を３回実施し、５４６人のリーダーが受請

9,うち２回は津波浸水想定区域内で実施0x 

受講者数9,Ｈ２６・Ｈ２７計0x
７８７人

防潮堤の津波浸水対策の推進等、ハード対策
により、 ,0

・集中取組期間
⇒ 『人的被害9,死者数0x半減』

・取組期間
⇒『人的被害9,死者数0x９割減』

を目指します。

加えて、 府民のみなさまに迅速かつ安全に選難
いただく、いわゆる「逃げる」取組みにより、
府民のみなさまとともに、 ,0

『人的被害9,死者数0x を限りなくゼロに
近付けること』

を目指します。 

※１3,,3,「早期避難率低」,0の場合9,避難開始が発災５分後81２０0x、3, 3, 
, ,0１５分後81５０0x、津波到達後あるいは避難しない81３０0x0x 3, 

※２81「避難迅速化」の場合9,避難開始が発災５分後81１００0x0x ,0 3, 
,0１81 9,注0x冬１８時の想定のため、,0避難開始をそれぞれ５分加算

Ｎｏ２５81 地域防災力の強化に向けた消防団に対する府民理解 。 連携促進
【目標】81平成２７0x２９年度
０消防団活動に対する府民理解の促進

【取組み状況】
０消防団ＰＲ用ポスターを公募し、１月に完成
OＰＲ用の映像は、大阪芸術大学と連携し、１月に完成

一
一
一
 

ＰＲ用ポスター

１９ 

②被害軽減目標の追加 9,=iｻ年度末を目途0x  
» 建物被害は、 ﾀﾇﾈ嵭・ﾌ耐震化見通しに連動するため、3,新たな「大阪府住宅。建築物耐震

１０ヵ年戦略プラン」 9,住まち部0xを踏まえ、被害軽減目標を確定
 (※第2回防災0危機管理対策推進本部(2月中旬予定)で決定する予定) 



» 平成２７年３月に国が公表した 「南海トラフ巨大地震における具体的な応急対策活動に関        
する計画」では、発災から３日間を“家庭。被災自治体等”の備蓄で対応し、４日目から        
７日目までに必要となる量は “国” がプッシュ型の支援を行うこととした。        

» この国の計画を受け、府と市町村による「大阪府域救援物資対策協議会」を設置し、今        
後の備蓄方針のとりまとめを行った。        

   

①対応の考え方9,※府及び市町村は、各々取大被害となる地震を設疋。府は南海トラフ巨大地震0x 
→南海トラフ巨大地震は３日間 直下型地震は１日間 

②救援物資の必要品目 
→東日本大震災での教言用等に加え、 国計画で示された支援物資品目を踏まえ、 従来の８品目 

に加え、大人用オムツ、マスク、トイレットペーパーを追加 
③役割分担9,※府負担分の備蓄は新ＡＰ集中取組期間を目安に完成0x 

→府民等には１週間分の自己備蓄を推奨しつつ、避難所避難者を想定し、府及び市町村が 
１81１で分担、ｔヵ読調して備蓄   

品目  Ｈ２８9,府0x調達  考え方  

煮炊不要食  ２２０,０００食  現物備蓄と流通備蓄により対応  
9,ボトル水含む0x   9,ホx9ドル水0x１４６,６６７本  現物備蓄８２万食を８８万食9,１食分0xになるよう順次備蓄  

毛布   １５０,５４８枚  必要数一既存数の府の分担分を備蓄。  

紙オムツ9,幼児0x   ６８,０１２枚  必要数一既存数の府の分担分を備蓄  

紙オムツ9,成人0x   ２１,４６９枚  必要数一既存数の府の分担分を備書  

トイレットへx9ーハx9,0   ２４,７７８個  既存備蓄がなし。府の分担分を確保  

・※食糧については、高齢者向け9,梅粥0x、アレルギー対応食9,わかめご飯0xなど、きめ細やかに備蓄。        
※粉ミルク、哺乳瓶、組立トイレ、生理用品、マスクについては、現行の府備蓄などで充足しており、新        

たな調達は行わない。        

０南海トラフ巨大地震の津波漫水想定１３市町の自主防災組織への支援 <3００万円4,      
→避難行動要支援者等の避難支援に資する資機材9,車イスけん引装置、 リヤカー等0xを整備し、      

自主防災組織へ貸与する市町に対する補助 9,事業期間,0Ｈ２６0xＨ２８0x      
０消防団を中核とした地域防災力充実強化事業 x9４７５万円4,      

→市町村が行う消防団への安全確保用装備等の整備を支援 9,事業期間,0Ｈ２６0xＨ２８0x      

２１ 



  

１０平成２６年８月の広島での土砂災害発生 
ｌ を踏まえ、本府では本年９月までに土砂 
ｌ 災害警戒区域等の指定を完了予定。  

ｌ

 義還２前要条イｔ81ノ、ザードマツｉ°ｔ乍ｶｻ °3,展ａ 

ｌ避難１丁動要支援者名簿作成のつえ、訓練等を 
ｌ実施する市町村に対して、以下の補助を行う。 
１①夜間避難安全対策促進事業x9２５０万円4, 
ｌ 夜間時の危険箇所の安全確保を支援する  １ ０土砂災害に対する的確な避難行動へ 

１ の重要性が増す中、府民の「逃げる」対 
ｌ 策の充実のため、夜間の避難対策や、 
ｌ 自力で逃げることが困難な避難行動要 
ｌ 支援者9,高齢者や障がい者等0xに対する 
ｌ 避難対策を強化する市町村への支援を 
ｌ 行う。 
ｌ 
１  

ｌ ため、市町村が実施する避難誘導灯の整備 
ｌ に対して補助 
ｌ②災害時避難用資機材配備事業x9２００万円4, 
１ 共助の観点から、避難行動要支援者等の避 
ｌ 難をより円滑にするため、市町村が実施する  
ｌ 自主防災組織における災害時避難用資機 
１ 材9,車イスけん引装置、リヤカー等0xの整備に 
ｌ 対する補助  

x9ハx9i「一 １、、くx9ツノ  

  

・誘導灯整備 11１ 
②避難行動 81 

要支援者支援 , 

   

ｌ警戒区域 
ｌ等の指定 

   

作成・周知  訓練等   
・避難行動要支  9,※0x    
援者名薄作成  ｌ  

ｌl都市整備部   

  

図上訓系、東81シｉ⊠ーション・地ｉ或での石开イｌ彦会等 １  

ｉ  

ｌ、818181※イ夜間避難訓練、要支援者の避難を支援するため         

  

土砂災害警戒区域を抱える市町村で、 夜間 
時に屋外避難を行う場合、避難経路において、 
街路灯・防犯灯等が無く、水路・法面等への 
転落の恐れがある箇所に避難誘導灯を設置 
する市町村事業に対して補助を実施。 
9,Ｈ２８0xＨ３０0x 

「ーーーーー一。ーーーーーーーーーーーーーニーーーーーーーーーー一１ 
81◇Ｈ２８…１０市町村予是 81 
１◇１市町村上限…２５万円まで ｌ 

１◇ネ南助率・・1/2818181１  

  

土砂災害警戒区域における、 避難行動要支 
援者等の避難行動の円滑化を図るため、市 
町村が実施する自主防災組織への資機材貸 
与事業に対しての補助を実施。 

9,Ｈ２８0xＨ３０0x 

x9◇H28二１00団ｉ本9,自主ｉｉ)ｌ 
ｌ◇１団体上限…２万円まで ｌ 

, １◇補助率・・1/28181ｌ  

ｌ81                  

２３ 





Iａはじめに

１3,はじめに

0x8181ｉ81] 

０日本は今、「人口減少時代」に突入しています。
０国の「まち・ひと・しご、と創生長期ビジョン」9,平成２６年１２月0xでは、人口減少は「静かなる危機」と呼ば

れており、日々の生活においては実感しづらいものの、このままでは、我が国の人口は急速に減少し、その結
果、将来的には経済規模の縮小や生活水準の低下を招き、究極的には国としての持続性すら危うくなると
警告しています。

０大阪府においても、「大阪府人口減少社会白書」9,平成２４年３月策定。平成２６年６月一部改訂0xで
は、府の総人口は２０１０年の８８７万人をピークに減少し、３０年後の２０４０年には、７５０万人程度9,１３５ 
万人の減0xとなることが予想されています。

０また、東京一極集中の影響は、大阪府にも大きく及んでおり、東京圍への転出超過9,２０１０0x２０１４年
の５年間で３７,９０２人0xの状況が続いています。 経済機能等の流出ともあいまって大阪の活力低下を招いて
いるとの指摘もあります。

０ 国の長期ビジョンでは、 今後めさすべき将来の方向を「将来にわたって「活力ある日本社会」を維持する」と
位置づけ、その実現には人口減少に歯止めをかけることが必須であるとしています。 ・

０若い世代の就労・結婚・子育ての希望が実現すると、合計特殊出生率9,以下9,「出生率」という。0xが
１3,８程度の水準まで向上する9,１3,８はOＥＣＤ諸国の半数近くの国で実現している水準0xことが見込まれま
す。 ・

０このため、２０２０年に出生率が１3,６程度、２０３０年に１3,８程度まで向上し、２０４０年に今後も人口を維持
するのに必要とされる水準9,人口置換水準9,国立社会保障・人口問題研究所9,２００９0x81２3,０７0x0xが
達成されれば、 ２０６０年に総人口１億人程度を確保できるとしています。

０ また、 「人口の安定化」と「生産性の向上」が実現するならば、 ２０５０年代の実質ＧＤＰ成長率は１3,５0x
２0x程度の維持が可能としています。 





２,大阪府の人口の潮流
9,１0x総人口国人口総数の推移①

０ 大阪府の人口は２０１０9,Ｈ２２0x年１０月の国勢調査では８８７万人と、２００５9,ＨI７0x年の同調査から約５
万人増加しました。しかし、今後は減少期に突入し、２０４０9,Ｈ５２0x年には７５０万人となり、２０１０9,Ｈ２２0x年
からの３０年間で１３７万人の急激な減少が見込まれています。

０この傾向が続くと、２０６０9,Ｈ７２0x年には、６００万人程度まで減少する可能性があります。 

81 
81 
81 
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出奥81 ｿ�O基9,Ｈ２２様議は総務省 「国勢蘭査」3,将来推計については、大阪府「大重府の解権計人口の点検について」9,Ｈ２６3,３0xにおける大阪府の人口推計9,ケース２0x 

２,大阪府の人口の潮流
9,１0x総人口目人口総数の推移②

０大阪府の人口構成は、高度成長期の１９８０9,Ｓ５５0x年は、都市に多くみられる「星型」を示していました
が、少子・高齢化の進展に伴い、２０４０9,Ｈ５２0x年には、いわゆる「団塊ンユニア世代」が６５歳を超え、逆
三角形の「つぼ型」に遷移すると予想されます。

【１ｇ８０年】 ・は８・ｴ・1ビx9,0・x9

x9・x9,0 ｔｽﾃ

０ １・ｌ�１１りｆ・一ｍ ・OＭ

【２０４０年】

一 81      ｉ,08,081
望典地域経済分新ノステム9,ｌｌＥＳＡＳ0xより府作成3,２０４０年については、大販府「大阪府の81日来推計人口の点検について」9,Ｈ２６３0xにあける大阪府の人口推計9,ケース２0xを基に、府tｉf





２3,大阪府の人口の潮流
9,１0x総人口題人口構成の変化③

０高齢者人口の割合は年々増加し、２０４０9,Ｈ５２0x年には、全体の３５3,９0xを占めると見込まれます。一方、
生産年齢人口の割合は減少を続け、２０４０9,Ｈ５２0x年には、２０１０9,Ｈ２２0x年の６４3,４0xから５４3,５0xまで減
少し、年少人口の割合は、全体の１割未満の９3,６0xにまで減少すると予測されます。 

これまで

、
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ローｌl歳 ａlいｿｩ歳 口６５理上 

出奥81２０１０9,Ｈ２２１年までは総務省「国勢田査」9,年船不碎を除く0x,将来権計については、 「大ｌf府の将来は計人口の点検について」 9,H２６3,３0xにおける
大阪府の人口推計9,ケース２0xを基に3,府は算3, ,0 

２3,大阪府の人口の潮流
9,１0x総人口国世帯数と世帯構成の変化

０高齢世帯数をみると、２０１０9,Ｈ２２0x年では１２０万世帯であるのに対し、２０３５9,Ｈ４:70x年では１４８万世帯
と、２５年間で２８万世帯増加すると見込まれます。

０ また、 高齢単独世帯数も２０１０9,Ｈ２２0x年の４５万世帯から２０３５9,Ｈ４７0x年には６５万世帯と２０万世帯
増加すると予測されます。 
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ａ一般世帯数 國単独世帯数 ロ高齢単独世帯数 ロ高齢世帯数

出典81２０１０9,Ｈ２２0x年までは始務省「国勢隔査」3,将来推計については3,大阪府推計3, 



１５ 

１０ 

9,3,１、１

２５０,０００

２００,０００

１５０,０００

１００,０００

５０,０００
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１９７０9,Ｓ４５0xの
約２倍に増カａ １ 

４ 
１９７０9,Ｓ４５0xの

約１0x３に減少

１９７０9,Ｓ４５0xの
約１0x２に減ｌl4,

１９６５７０ ７５ ８０ ８５ ９０ ９５２０００ ０５ １０ １５ ２０ ２５ ３０ ３５ ４０

出典81要0１,0９美路府落段聞9,,0므受중書ｊｆx9ｆ讓製x9ついては、大阪府「大販府の将来権計人口の点検について」 ａ２６・３0xに

２,大阪府の人口の潮流
9,２0x 自然增減 國出生数。死亡数の推移と将来推計

０ 大阪府の死亡数は増加傾向が続き、２０１０9,Ｈ２２0x年には１９７０9,Ｓ４５0x年の約２倍まで増加しました。一
方、大阪府の出生数は、１９７０9,Ｓ４５0x年に戦後のピークを迎えて以降減少が続き、２０１０年9,Ｈ２２0x年には
１９７０9,Ｓ４５0x年の約１0x２にまで減少しました。併せて、 それ以降死亡数が出生数を上回り、 「自然減少」に
転じました。 3,

０ ２０４０9,Ｈ５２0x年には、それそ、れ約３倍、約１0x３になるなど、深刻な人口減少社会の到来が見込まれます。 

9,万人0x
２０ 

「⊠

２,大阪府の人口の潮流
9,２0x自然増減国出生率の推移と将来推計

０出生率をみると、団塊ジュニア世代の誕生以降低い値で推移してきましたが、近年わずかながら改善の傾
向にあります。しかし、今後も人口を維持するのに必要とされる水準 9,人口置換水準9,国立社会保障人
口問題研究所9,２００９0x81２3,０７0x0xを下回って推移するとみられ、出産年齢を迎える女性そのものの数が
減少することもあいまって、出生数の減少は続くと見込まれます。 

出良81２０１００１２２0x年までは厚生労的省「人口動建統計１、 お務x9ilｌ国勢田登１
２０１５9,Ｈ２７0x年以降の合計特殊出生率については、国立社会保1降・人口問題研究所「日本の地域別将来性計入ロ」9,Ｈ２５3,３0x、出生数権計については、 「大lf府の将来推計人口の点検について」
9,Ｈ２６3,３0xにおける大阪府の人口推計9,ケース２0xを基に、府tｌ算, 

9,出生率0x 
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２,大阪府の人口の潮流
9,２0x自然增減 題大阪府の出生率が低い水準でとどまっている原因分析

０出生率の低下要因としては、ライフスタイルの変化等に加え、経済的な要因や、都市部特有の核家族化
の進展などが考えられます。

０ 大阪府では、「男性の育児総平均時間」、「就業率」、「三世帯同居率」、「子ども1,０００人あたりの保育
所数」がいずれも全国平均を下回っており、これらが複合的に重なることにより、出生率が低い水準でとどまっ
ている可能性があります。 3, 

分
男性の育児総平均時間

保宵所数9,子ども１3,０的人あたり0x 

２3,００ 
13,0

２3,大阪府の人口の潮流
9,３0x社会増減 国自然増減。社会増減の推移9,散布図0x 

０横軸に自然増減、縦軸に社会増減を示した散布図を大阪府と東京圏9,x40xについて比較すると、形は
ほぼ同じものの、 明らかに東京圍では「社会減」がほとんど生じておらず、 人口が一買して増え続けていること
が分かります。 ・ 

出奥81地域経済分析システム9,ＲＥＳＡＳ0xより用作成

ｌ x4東京圈x9東京都、埼玉県、千集県、神奈川県の一都三県し818181818181818181818181818181818181818181818181818181818181 ｌ 
0x:ヨ01１



２3,大阪府の人口の潮流
9,３0x社会増減 題大阪府への転入。転出状況9,都道府県別0x 

０２０１４9,Ｈ２６0x年では、大阪府へは近畿。中国地方を中心に幅広い地方から人口が転入しています。 
０一方、転出の内訳では、東京圈への転出が約９３0xと大半を占めています。

【転入超過内訳】 【転出超過内訳】

出典81地域経涛分析システム9,ＲＥＳＡＳ0x ２０１４ｌＨ２６0x年より府作成

２3,大阪府の人口の潮流
9,３0x社会増減国大阪府。東京圍の年次別転入者数

１００００

５０００

０ 

Ａ５０００ 

Ａ １００００ 

Ａl５０００ 

０大阪府の社会増減を年次別にみると、２０１１9,Ｈ２３0x年の東日本大震災以降、一貴して東京圏への
転出が増えている一方で、他地域からの転入も増えています。 3,

０東京圏については、２０１１9,Ｈ２３0x年に九州。沖系馳区へ約３,０００人の転出超過となった以外は、す
べて転入超過となっており、特に東北、中部、関西からの転入が显買著です。

【大阪府】 【東京圍】

１０００００

３０００0

６００００

４Ｃ的0

２Ｃ０００

０ 

Ａ２００００ 

出奥81地域緩済分新システム9,ＲＥＳＡＳ0x 

,ｊｏ⊠電)8181二x9x9x9x98181二x9二二x9



２3,大阪府の人口の潮流
9,３0x社会増減國大阪府の東京圈に対する転出入の状況の推移

０ 圏域別にみると、東京圏への人口流出が顕著です。２０１４9,Ｈ２６0x年には、大阪府からは４１,０３４人が東京
圍へ転出した一方、東京圏からの転入は３０,１２９人と約１１,０００人の転出超過でした。 

３ 
9,１５ 

1,０５ 
9,４ 

８７７人

,0フ４人0x  

０５２人  
６３０시  

9,４,９７４시

関西

,０８９ 田関東・申値越

願 ４１,０３４人9,１９７,５4フ人0x
9,東京0x ２２3,２１９人 ＣO２,５３８人0x 

Ａ３７,９ａ２ 

9,東京0x １４3,８００人 9,７６3,３５９人0x 

東京圈

Ｅ81ｌ 

２3,大阪府の人口の潮流
9,３0x社会増減国大阪府の転出入の状況の推移

０大阪府と他の都道府県との転出入の状況をみると、１９７６9,Ｓ５１0x年以降、１９９５9,Ｈ７0x年を除き、一貫し
て転出超過 9,「社会減」0x の傾向が続いていました。東日本大震災の影響もあり、２０１１9,Ｈ２３0x年には転
出者数は１５１,１５６人、 転入者数は１５６,０５９人と、 転入者が転出者を上回る「社会増」3,となりました。

０その後、２０１３9,Ｈ２５0x年までの３年間は「社会増」の状況が続いていましたが、２０１４9,Ｈ２６0x年は再び
「社会減」に転じました。

9,人0x 
４００,０００ 

３００,０００ 

２００,０００ 

１００,０００

０ 

,0１００,０００ 

,0２００,０００ 

,0３００,０００ 

４００,０００ 
６６６７６８６９７０７１７２７３７４７５７６７７７８７９８０８１８２８３８４８５８６８７８８８９９０９１９２９３９４９５,0９６９７９８９９０００１０２０３０４０５０６０７０８０９１０１１１２１３１４

⊠x9１転入者 1]転出者 ,0転入超過 
出典81総務省 「住民基本台標人口移動報告」 0x,024口





２3,大阪府の人口の潮流
9,３0x社会増減 留【参考】関西圍。東京圍の年齢階層別転出入超過数

男性】

出典81 田経言分新システム9,ＲＥＳＡＳ0x 

０また、女性は男性に比べ
て地元で就職する傾向が強【大阪府81女性ｌ
いことが伺えます。 

０６０歳以上では転出超過
となっていますが、これは定
年を契機にふるさとに戻る等
の理由により、大阪府から転
出しているものと推察されま
す。 

進学・就職

【関西圏81女性】【関西圏81男性】

２,大阪府の人口の潮流
9,３0x社会増減国大阪府の年齢階層別転出入分析①

結婚後、子どもが学齢期に
一大るまでの間に家族で転出

退職後地元に帰る

出典81地域経涛分新システム9,ＲＥＳＡＳ0x ２０１ ａ9,Ｈ２５0x年より南作成

81１81 



２,大阪府の人口の潮流
9,３0x社会増減題大阪府の年齢階層別転出入分析②

合計  ０0x９ｊ義  １０0x１４歳  ｔ５0x１９齒  ２０0x２４議  ２５0x２９歳  ３０0x３９歳  ４０0x４９能  ５０0x５９歳  ６０総以上 

北海道・東北  
転入・転出計  ９3,１１３  ９３８  ２５８  ４２６  １3,４２０  １3,５１９  13,３０３  ５９１  ４９３ 

差分  ２８３  ２８  ２０  １０６  ２６８  Ａ３  Ａ４５  ２７  Ａ５５  Ａ６３ 
３3,１  ３3,０  ７3,８  ２４3,９  １８3,９  Ａ ０3,２  Ａ２3,１  ２3,１  Ａ９3,３  Ａl２,８ 

関東・甲信越  
転入・転出計・  ５7６１  ６３８  １０７  ２６２  ９６４  １3,０９５  １3,３７９  ７５２  ２９０  ２７４ 
差分  ３２３  １０  １３  Ａ８  １６６  ４９  ３５  ５０  １６  Ａ８ 

５3,６  １3,６  １２3,１  Ａ３3,１  １７3,２  ４3,５  ２3,５  ６3,６  ５3,５  Ａ２3,９ 

東海・北陸  
転入・転出計  ３５3,５４０  ３3,７８９  ７１０  １3,４９８  ６3,５９６  ６3,４８７  ８3,１８５  ４3,２３９  １3,８４２  ２3,１９４ 

差分  １3,１６２  Ａ３  １５４  ４９４  ８３２  Ａll７  Ａ２９５  ２９  １２２  Ａ５４ 
３3,３  Ａ ０3,１  ２１3,７  ３３3,０  １２3,６  Ａl８  Ａ３3,６  ０3,７  ６3,６  Ａ２3,５ 

転入・転出計  １０3,０９９  １3,５８９  ４3,４２０  １８3,３３７  ２４3,１８８  １２3,０９８  ６3,０８３  １０3,６８１ 

差分  ａ,0 ５3,３ａ２  Ａl３５３  ６１  ８９２  ３3,８０９  １3,８８０  １８３  Ａ３２３ 
４3,６  Ａl３3,４  ３3,８  ２０3,２  ２０3,８  ７,８  ０２  、、 ３3,０  Ａ３3,０ 

中国・四国  
転入・転出計0x  ３５3,９０２  ３,４１９  ６６４  ２3,３９３  ８3,２３２  ６3,０４１  ６3,６６０  ３3,３７９  １3,８７８  

差分 0x  ３3,３１４  Ａl８５  ７０  １3,２３５  ２3,８１６  ７９  Ａ３８６  １５７  Ａl８６  
、 

Ａ２８５ 
増減率 0x  ９3,２  Ａ５3,４  １０3,５  ５１3,６  ３４3,２  １3,３  Ａ５3,８  ４3,６  Ａ９3,９  

81九3,州  
２ａ3,５９５  ２3,１１０  ５3,４０６  ４3,ａ６３  ５3,６４７  ａ3,０４５  ｔ７８Ｓ.  

差分 0x  １3,５９５  Ａ２０６  ４７  １3,２３６  １3,５００  Ａl７  Ａ３４３  ７  Ａ４１８ 

增減率0x  ５3,６  Ａ７3,１  ７3,４  ５８3,６  ２７3,７  Ａ ０3,４  Ａ６3,１  Ａl５3,６ 

東京團  
 ７１3,３０６  ７3,７６７  １3,３９１  １3,５８５  １０3,７６４  １４3,１０３  一９3,９９０  ３3,７１１  ２3,７７１ 

差分0x  Ａ８3,６８81  Ａ５７３  Ａl６７  Ａ６９１  Ａ２3,６００  Ａ２3,１０３  Ａ４５４  Ａ４１  Ａ４５１ 

就職時に東京3,圏との人口対流が生じているが、
流出が上回っている

３０歳0x３９歳では、
近畿内・東京圈との
対流が多い,近畿内
では、均衡しているの
に対し、東京團へは
流出超過

大学・専門学校入学時に東京圏へ流出する割合が高い

０転出入の状況を年齢階層別・地域別にみると、就職時、３０歳代の中堅世代が東京圍に流出しているこ
とが分かります。また、退職後の６０歳以上はすべての地域に対して流出超過となっています。 

２3,大阪府の人口の潮流
9,３0x社会増減国大阪府の年齢階層別転出入分析③9,対東京圈0x 

０東京圈への流出原因を年代別にみる
と、男性は特に２０代前半の就職を機に
東京圏へ転出していることが伺えます。

また、３０代前半0x４０代と年齢が上が
るにつれて、転勤の割合が高くな,0っていま
す。

０一方、女性は２０代後半以降、３０代
9,こかけて、 家族の就職・転職・転動や結
婚が大半を占めており、家族での東京
圍への転出状況が伺えます。 

【大阪府81男性】
０0x 





２3,大阪府の人口の潮流 
9,４0x 地域別人口の推移 國地域別高齢化率。合計特殊出生率

０大阪府の高齢者人口は、２０１０9,Ｈ２２0x年の１９６万人から、２０４０9,Ｈ５２0x年では２６９万人と、３０年間で
７３万시まど増加し、 高齢化率は２２3,４0xから３５3,９0xまで上昇すると見込まれます。

０また、高齢化率の上昇を地域別にみると、泉州地域では、他地域に比べ高齢化の進行がやや緩やかで
あるのに対し、東部大阪地域や南河内地域では高齢化の進行が速く、地域差があることが分かります。

０合計特殊出生率については、大阪市地域と南河内地域が低い水準でとどまっています。

高齢化率9,２０１０9,Ｈ２２0x年・２０４０9,Ｈ５２0x年0x 合計特殊出生率9,２０１０9,Ｈ２２0x年0x 

２０１０9,Ｈ２２0x年 

全国  

大阪府  

大阪市地域  

223,８및 

２２3,cｏＸ 

２０１０9,Ｈ２２0x年 

全国  １3,３９ 

大阪府  １3,３３ 

9,２００８9,Ｈ２０0x0x２０１４9,Ｈ２４0x年0x 

大阪市地域  １3,２５ 

北大阪地域  １,３３ 

東部大阪地域  １3,３６ 

南河内地域  １3,２５ 

泉州地域  １3,４４ 

出奥81２０１０9,Ｈ２２0x年までは総務x9ii「国勢⊠査」 9,年�不�を除く0x,２０４０(a５２0x年の全国の高�化率については、国立社会保国ｔ・人口問題研究所「日本の将来推計
人ロ」 9,Ｈ２４3,１0x3,大ｷｹ府については、 「大原府の轉来権計人０の点検について」 9,Ｈ２６3,３0xにおける大阪府の人口組ｔ9,ケース２0xを基に、府度算3,全国3,
大販府の合計特法出生率については、厚生労動省「人口動注続計」3,地域別の合ｔｔ持殊出生率については、 「平成２０年一平成２４年人口動建配所・市区町村
別統計」を基に3,府ｌｉft, ・ 

２3,大阪府の人口の潮流
9,４0x地域別人口の推移

２０２５ ２04０
０富始著人ロ





２3,大阪府の人口の潮流
9,５0x昼間。交流人口題交流人ロx9海外4,9,外国人訪問者数0x 

ｌ４1818181 

出與81始域経済分新システム9,1iEＳＡＳ0xより府作成 出奥81地域経済分析システム9,ＲＥＳＡＳ0xより府作成

０大阪府への外国人訪問者数は、東京都についで全国２位であり、年々増加傾向にあります。
２０１４9,Ｈ２６0x年においては、前年度からの伸び率が６４,２0xと9,前年度81３８3,５0x0x、引き続き大きく
伸びています。

０ また、大阪府は、アジアからの旅行者が約８割を占めており、韓国・中国。台湾からバランスよく観光客
が訪れている一方で、欧米やオーストラリアからの観光客は、東京都や京都府と比べて少ない傾向にあり
ます。

外国人訪問者数の推移9,観光。レジャー目的0x 国別訪問者数の割合9,観光・レジャー目的２０1４年0x
,81・ Ｓ観最通

２,大阪府の人口の潮流
9,５0x昼間。交流人口国交流人口x9海外4,9,外国人消費額0x 

金国

０大阪府における外国人の部門別消費額では、全国に比べて、小売りの占める割合が高くなっています。 
０ また、国籍別の消費額を見ると、中華人民共和国と台湾の比率が高x9、中華人民共和国については、

3,２年前同時期のx4の約９倍の水準になっています。
9,x4２０１３年７月期と２０１５年７月期の比較0x 

外国人部門別消資額9,２０１５年４月0x 外国人国籍別消資額9,２０１３年４月0x２０１５年７月0x
値円  

８０

７０ ,0 

６０

５０ ・ 

３０ 

２０ 

１０ 



２3,大阪府の人口の潮流
9,５0x昼間。交流人口国交流人口x9海外4,9,外国人延べ宿泊者数、国際会議0x 

０ 外国人訪問者数は、２０１１9,Ｈ２３0x年は、東日本大震災の影響等により、全国・大阪府ともに大幅に落ち
込みましたが、 ２０１４9,Ｈ２６0x年には過去最高を記録するなど、 近年大幅な増加傾向となっています。

０ 外国人延べ宿泊者数についても、２０１４9,Ｈ２６0x年の対前年度伸び率が４３,７0xと東京都 9,３３3,６0x0x
を上回る高い伸び率となっています。

０また、国際会議の開催件数は、近年うめきた地区の開業などにより、大阪府内での開催が飛躍的に伸び
ています。 

9,万人0x 外国人延べ宿泊者数
１,４００ 

１,２００ 

１,０００

８００ 

６００ 

４００ 

２００

０ 
２０１０ ２０１１ ２０１２ ２０１３ ２０１４ 

出典81・観光ｆr「ｉ言泊旅行技計田査」より大阪府企画空作成

81819,件

５００ 

４００ 

３００ 

２００ 

1００

０ 

国際会議の開催件数

２００７9,平 ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２ ２０1３ 
成１９0x年

出典81日本政府観光爲9,ＪＮＴ０0x 「国際会題統計」

２3,大阪府の人口の潮流
9,５0x昼間。交流人口国交流人口x9国内4,9,延べ宿泊者数、滞在人口0x 

9,件0x
３,０００ 

２,５００ 

２,０００ 

１,５００ 

１,０００ 

５００ 

Ｅ8181

０日本人延べ宿泊者数については、緩やかな増加傾向にあり、２０１４9,Ｈ２６0x年は前年の減少から一転し
て１３,３0x増加しています。

０大阪府を訪れる国内滞在者の内訳をみると、関西以外では、中国地方、中部地方、東京圏の順となっ
ています。 

大販府内の滞在人口内訳9,休日0x 



３Ｂ 人口減少。超高齢社会の影響



３3, 人口減少。超高齢社会の影響
9,１0x 府民生活 題高齢化の急速な進展 9,医療・介護需要の増大0x 

人口減少や少子高齢化の進展による人口構造の変化は、将来の府民の生活や地域経済などに、様々な
影響を及ぼすことが懸念されます。現在でも、社会保障費の増加、地域社会の結びつきの希薄化などが生じて
おり、今後、これらがさらに進むものと考えられます。 、,0,03, 3, 

 8181 3,3, 年齢階級別推計患者数の推移9,入院0x3,【大販府】  
①医療ニーズの増大

現在、 大阪府の６５歳以上の入院患者数は
年々増えており、高齢化の進展に伴い、今後
さらに増加することが見込まれます。
また、高齢化の進展により通院が困難な人が

増えると、入院だけでなく在宅医療のニーズが
一層高まる可能性もあります。

②福祉・介護需要の増大 、
大阪府の要支援・要介護認定者は、２０１５ 
9,Ｈ２７0x年の約４９万人から２０１８9,Ｈ２ 

９0x年には、約５４万시こ増加すると予想され
ています。介護需要の増大に伴い、介護保険
給付も増加していくと見込まれます。
また、高齢者の増加に伴い、住み慣れた地

域で安心して暮らすために必要なサービスの需
要が今後ますます高まると想定されます。 

１２０ 

x9００

８０ 

６０ 

４０ 

２０

０ 

ｍ６５般以上 ｏ３５0x６４般 国x9ｓ0x３４歳 ａｏ0xx9４Ｊｌ注

出典81厚解働省「思者調査」

要介能別認定者見込み数【大販府】 、

※要支接・要介護認定者数には第２号被保険者

要介護度   平成２７年度  平成２８年度  平成２９年度 
合計   ４８８,４４５  ５１５,３８７  ５４３,７４９ 
要支援１  ９８3,００７  １０７,２０３  １１６,７１４ 
要支援２  ７６,７２７  ８１,５５４  ８６,６０９ 
要介護１  ７６3,０９０  ８０,１８２  ８４,５５０ 
要介護２  ８５3,２８０  ８９,１４５  ９３,２１６ 
要介護３  ５７3,１６２  ５９,２８４  ６１,６０４ 
要介護４  ５１3,４６２  ５３,２２２  ５５,１３５ 
要介護５  ４３,７１７  ４４,７９７  ４５,９２１ 

６４論0xの者を술む Ｅ:81
３3, 人口減少。超高齢社会の影響
9,１0x府民生活国高齢化の急速な進展9,医療・介護需要の増大0x 

③ 医療・福祉人材の不足
高齢化の進展により、 医療・福祉人材の需

要は年々高まっています。
医療・福祉分野の充足率 9,求人数に対して

充足された求人の割合0xは、近年全産業との
乖離が小さくなっていますが、将来、高齢化の
急速な進展に伴い、 医療・福祉の需要が大き
く増加した場合、人材の確保が困難になるお
それがあります。 

３０0x 

２５0x 

２０0x 

医療・福祉分野の充足率の推移「大販府】
9,※0x充足率ａ求人数に対する充足さｈた誠人の割合3, 

都前県別では「充足数」を「新規求人数」で除して算出

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ 

出典81大販労動局「統計年報」

Ｅ8181 



３,人口減少。超高齢社会の影響
9,１0x府民生活題高齢化の急速な進展9,医療・介護需要の増大0x 

④社会保障経費の増大
社会保障経費の増加は現在でも深刻ですが、

医療・介護のニーズの高まりを受け、今後、さらに
増加し続けることが見込まれます。
医療費や社会保障費が増加する一方で、生産

年齢人口は減少し、２０１０年には、高齢者１人
を現役世代２3,８８人で支えていたのが、 ２０４０年
には１3,５２人で支えることとなり、現役世代の負担
感が今後ますます高まることが想定されます。
こうした負担を社会全体でいかに支えるかを考え

ていく必要があります。 

ｌ前円0x 

４Ｓ００００ 

４０００００ 

３Ｓ００００ 

３０００００ 

２Ｓ００００ 

２０００００ 

１Ｓｏｏｏｏ 

1０００００

ＳeccO 

3, ０ 

社会保障関係経資の推移【大阪府】

平成一テ８ ３ ４ Ｓ ６ ７ ８ ９１０１１１２１３１４１５１６１７１８１９２０２１２２２３２４２５ 

１１０,０００ 
１００,０００

９０,０００ 
８０,０００ 

７０,０００ 

６０,０００ 
５０,０００ 

４０,０００ 

１1０ 

１０５ 

１００ 

９５ 

９０ 

８５ 

８０ 
２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２ ２０１３

ｍ出典81厚解間省「後期離清ｌ９療事集状況報告」

３3,人口減少。超高齢社会の影響
9,１0x府民生活国高齢化の急速な進展9,高齢者単独世帯の増加0x 

①高齢者単独世帯の増加
世帯主が６５歳以上である高齢世帯は年々

増加し、２０２０9,Ｈ３２0x年には一般世帯数の
約４０0x、５軒に２軒程度に達するものと推計
されています。
その中でも、高齢者の単独世帯が増加を続

け、２０３５9,Ｈ４７0x年には一般世帯数の約
２０0x、 ５0x６軒に１軒程度が高齢単独世帯
になると見込まれています。

②生活保護受給者の増大
大阪府は、全国に比べ、生活保護率が特に

高い状況にあり、 世帯類型別の被保護世帯
の内訳では、高齢者世帯の割合が高くなって
います。
このため、高齢化の進展により、生活保護受

給者がさらに増加する可能性があります。 

５０0x 

４０0x 

３０0x 

２０0x 

１０0x

０0x 

x9高齢世帯一
中高齢単独世帯

【大阪府】

１９８０１９８５１９９０１９９Ｓ２０００２００５２０１０２０１５２０２０２０２Ｓ２０３０２０３５ 
出典81２０１０9,Ｈ２２0x年までは総務省「国勢調査」3,将来推計については、大解住宅まちづくり部推計3,

被保題世帯数9,高齢者世帯0xの推移【大阪府】 3, 

１,４０００００9,世帯0x １００0x 
１,２００,０００ ０

,,°°°,°°° �議 ｎ 醫 ７５0x 
８°°,°°° ,0ｎＪ漢ーート義 望一農ぃ普 離

６°°°°上 富富富富 

x9,0x9富ｔ富 ２５0x。 x9差重 要上量,ｉｎ,ｷ・。0x 



３3,人口減少。超高齢社会の影響
9,１0x府民生活国高齢化の急速な進展9,高齢者単独世帯の增加0x 

③高齢者の社会的孤立
単身の高齢者が日常から不安を感じている

ことは、「健康や病気のこと」「최寝たきりや身体
が不自由になり介護が必要な状態になること」
「自然災害9,地震。洪水など0x」が上位を占
めており、身の回りに相談相手や助けてもらえ
る人がいないといった「社会的孤立」が不安の
一因となっていることが伺えます。
また、 認知症などの脳の疾患等により日常生

活に支障をきたす高齢者の増加が予想されて
います。大阪府においては、２０３０9,Ｈ４２0x年で
認知症高齢者は５１3,５万人 9,６５歳以上人
口比で２０3,８0x0xに達すると見込まれており、

社一会,0ｼ��でこれらの対策を検討していくことが
求められます。 

単身高要ｔ者・日常生活の不安【金国】,0 、

０ ２０ ４０ ６０ 

9,千3,１、0x
６００ 

５００ 

４００ 

３００ 

２００ 

１００ 

9,0x0x ８０ 

出典81内解「平成２６年度一人Ｂらし高齢者に関する意義調宣」

大阪府の認知症高齢者の推移【大服府】

.,0ａ有病率一ー一１ ｌ９０0x �ｕ◆1ﾅﾍ   

ｌ富  

0x 

２０0x 

１５0x 

１０0x 

Ｓ0x 

０0x 

２０１２２０１５ ２０２０ ２０２５ ２０３０

出典81大解「大解高能計画２０１５１ １１81 

３3,人口減少。超高齢社会の影響
9,１0x府民生活国高齢化の急速な進展9,高齢者単独世帯の増加0x 

①地域のかかわりの希薄化、コミュニティの弱体化
高度成長期以降、核家族世帯の増加、ライフ

スタイル・居住形態の変化などにより、 自治会・ 
子ども会などの地域コミュニティは減少・弱体化し
ています。
今後、高齢化が急速に進展し、人口減少が進

む中で、 地域の結びつきがさらに希薄化した場
合、地域の治安力、福祉力、教育力の低下に
つながるおそれがあります。 

１９７Ｓ年

１９８６年

１９９７年

２０００年

２００７年

近所付き合いの程度の推移【金国】

0x  0x0x  

0x  0x  0xx9 

親しくつき合っている

0x  

出典81内間府「平成１９年版国民生活白醫」



３3,人口減少。超高齢社会の影響
9,１0x府民生活留高齢化の急速な進展9,高齢者単独世帯の増加0x 

② 地域の防犯力・防災力の低下
人口減少・高齢化により、地域コミュニティの機能

低下や住民組織の担い手不足が懸念されます。 
自主防災組織、 消防団など地域における防災活
動の担い手の確保が困難となる等、 地域防災力
の低下が見込まれます。
平成２３年の東日本大震災では、 被災地全体の

死者数のうち６５歳以上の高齢者の死者数が約６ 
割にのぼります。災害発生直後では、高齢者等の
適切かつ迅速な避難行動が望まれます。
また、高齢者単独世帯が増加する中で、地域の

つながりやコミュニティが希薄な都市部では、特に犯
罪被害を受ける高齢者等が増加するおそれがあり
ます。  

１０3,７００

１０,６００

１０,５００

１０3,４００

１０3,３００

１０,２００

１０,１００

１０3,０００

9,万人0x 
４００ 

３５０ 

３００ 
２５０ 
２００ 
１５０ 

１００
５０
０ 

２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２ ２０１３ ２０１４

中消防団員数 告女性消防団員数

出典81大阪府「消防の解」 ・消防庁「消防ﾊｱ一據」

３００ 

２８０ 
２６０ 

２４０ 
２２０ 

２００ 
１８０ 

１６０ 

１４０ 
１２０ 

１００ 

ｌ 1肖Ｅｉ団員の ,0１ 
ｌ平均年齢の推移81 

【金国】

９3,５0x 

８２0x８・５0x８3,５0x 

國  

１０3,０0x 

９3,０0x 

８3,０0x 
７3,０0x 

６3,０0x 

５3,０0x 
４3,０0x 

３3,０0x 

２3,０0x 

１3,０0x 
０3,０0x 

２０００２００１２００２２００３２００４ ２００Ｓ ２００６ x91００７２０08 ２００ｅ ２０１０２０１１２０ｎ

田型法犯認控第스 田うち0x高齢者の被ｎＭ3, 出與高驚盤뚫空名ｇ」 81ａ

① 短い平均寿命・健康寿命
高齢者の増加や長寿化に伴い、健康な生

活を長く続けるための予防や健康づくり、ま
た、 それを支える医療・健康サービスの需要の
高まりが見込まれます。
近年、高齢者の健康に対する意識は高まっ

ていますが、大阪府の平均寿命、健康寿命
は、ともに全国平均を下回り低い状況です。
高齢者が、 いきいきとしたセカンドステージ
9,第二の人生0xを過ごし、健康で日常生活

を送るためには、私たち一人ひとりが日ごろか
ら健康づくりに取り組むことが重要です。 

３3, 人口減少。超高齢社会の影響
9,１0x府民生活国高齢化の急速な進展9,高齢者の社会参加0x 

,03, 部新廟日3,平均寿命,0 ,0 ,0  

全国平均819,男性0x 7９3,５９歳(�性0x,08６3,３５歳二ｌ 

9,男性0x 9,歳0x 9,女性0x 9,歳0x 
１  長野  ８０3,８８ 
２  滋賀  ,0８０3,５８,0 
３  福井  ８０3,４７ 

４１ 大阪 ７８3,９９ 

１  長野  ８７3,１８ 

島根  x9８７3, 0�一 
３  沖縄  ８７3,０２ 

４０ 大阪 ８５3,９３ 

部道府県別 日常生活に制限のない期間9,健康寿命)の平均

全国平均81 9,男性0x７０3,４２歳9,女性0x７３,６２歳

9,男性0x 9,歳0x 9,女性0x 9,歳0x 
１  愛知  ７１3,７４ 
２81  静岡ｌ ７１3,６８,0  
３  千葉１７１3,６２  

１  静岡  ７５3,３２ 
２-  ,0群馬  -７５3,２７,0 

３  愛知  ７４3,９３ 

４４ 大阪 ６９3,３９ ４５ 大阪 ７２3,５５ 

５０ 



３,人口減少。超高齢社会の影響 3,
9,１0x府民生活題高齢化の急速な進展9,高齢者の社会参加0x 

②高齢者の社会参加  
高齢化の進展により、 豊富な経験。知識を有

し、社会で活躍する高齢者が増加しており、高
齢者に対する社会の意識も変わってきていま
す。
高齢者を労働力や地域の担い手などの人的

資源に位置づけ、高齢者が社会でいきいきと活
躍できることが求められます。
元気な高齢者が、豊富な知識と経験を地域

に還元することで、 持続可能で魅力あるまちづく
りの創出が期待されます。 

２２3,０0x 

２１3,０0x 

２０3,０0x 

１９3,０0x 

１８3,０0x 

１７3,０0x 

１６3,０0x 

１５3,０0x 

６５歳以上人口の就業率【大販府１ 

２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２ ２０１３ ２０１４ 

出典81総務省「労働力調查」、大解「労働カx9對査流計結泉ｌ年平均0x」

３3, 人口減少。超高齢社会の影響
9,１0x府民生活国出生数の減少

①出生数の減少
大阪府の出生率は、２０１０9,Ｈ２２0x年で１3,３３

と、人口を維持するのに必要とされる水準9,人口
置換水準x9２3,０７0x を大きく下回っています。
近年は微増傾向にありますが、出生数は一貫し

て減少を続けています。これは、出産年齢を迎え
る女性そのものの数が減少していることが原因であ
り、出生数の減少そのものが将来に大きな影響を
及9,まします。
しかしながら、生涯未婚率の上昇、晩婚化の進

行、子育て環境の変化などにより、今後、さらに少
子化に拍車がかかる悪循環が懸念されます。 

ｌ人0x 

２５０,０００ 

２００,０００ 

１５０,０００ 

１００,０００

５０,０００

０ 

x9再揭4,出生数、出生率の推移

一１   
９  ｏ⊠ 

二i  

２  ・81  ｌ9,  」  
ｌ７  ｌ

・   

「手  

１９７０ １９７５１９８０ １98Ｓ 19◆90199ｊ20的 2００５
ｎ出經 中合ｔ開殊出生率 一一合開出生ｾ・P

81,0,0ｌ大ｌf１9,大阪0x,081 ｌ全国0x 一」

x9再揭4, 生渥素抵事の推移

２3,００ 

１3,５０ 

１3,００ 

０3,５０ 

０3,００ 



３3,人口減少。超高齢社会の影響
9,１0x府民生活国出生数の減少

②子育て負担感の増加
夫婦を対象とした「第１４回出生動向基本調査
9,２０１０9,Ｈ２２0x年0x」9,全国0xによると、理

想の子ども数は２3,４２人ですが、予定子ども数は
２,０７人となっており大きく乖離しています。
大阪府が２０１４9,Ｈ２６0x年に調査した結果で
は、子どもを欲しくない9,持てない0x理由として、
「経済的な理由」を掲けx9る人が多く、 その原因とし
て、「子育て9,生活費0xや教育に費用がかかるか
ら」という理由が多くなっています。 ・
また、「雇用が安定していないため」という回答も

多く寄せられています。 

9,人0x 
３3,００ 

２3,５０ 

２3,００ 

１3,ＳO 

１3,００ 

０3,５０ 

０3,００ 

１９７７ １９８２ １９８７ １９９２ １９９７ ２００２ ２００５２０１０ 
ｌx98181１追加予定子ども数 [=コ現存子ども数 中理１想子ども数

出典81国立社싫組・人口問題研究所「第１４回出生動向基本體査」

子どｊが事しくない819,持てないｊ0x理由⊠,(願者0x 【大Ｍ】
０0x 81脱 ２成 81３001４観

３3,人口減少。超高齢社会の影響
9,１0x府民生活国出生数の減少

理想の子どｔｌ数【金国】

２3,６１ ２・５３ ２・５６ ２3,４８ ２４２ 

◆고ｒ,0-Iｎ8181            

3,８ 

  

1,0 

   

,0  3,８  .７ 

     

,0  3,3,７  

③教育環境の変化
子どもの人数が大きく減少する地域の学校

では小規模化が進み、子どもたちの集団活
動等、学習面や生活面で支障が生じるな
ど、学校間、地域間で格差が生じるおそれが
あります。
一方で、子どもの減少を踏まえ、個性に応

じ、 その力を最大限に伸ばす教育や学校の
特色を生かしたきめ細かな教育などを推進す
ることが求められています。 

１,０００

９ｏａ

ｅｏｏ

７００ 

８的

５００

４００ 

３００ 

２００ 

１００

０ 

児重・生従数の推移【大順府】

ｅ召和３９ ４４ ４９ ５４ ５９ 平成元 ６ １１ １６ ２1 ２６9,年度0x
出典81・１服fａt平成２６⊠大阪の⊠計」

学被数の推移【大販府】 ,0 
9,权0x 

１,４００ 

１,２００ 

１,０００

８００ 

６００ 

４００ 

２００

０ 
２1２６9,年度0x

Ｅ81ｉ 



３,人口減少。超高齢社会の影響
9,２0x経済。雇用題生産年齢人口の減少

人口減少、少子高齢化の進展による人口構成の変化により、生産年齢人口が減少し、労働力の不足、国
内市場の縮小などの影響が懸念されます。雇用、賃金などの面で東京との格差が広がる中、このまま東京一極
集中がさらに進めば、働き盛りの世代が東京圏に流出することで、大阪府内の活力がますます低下するおそれ
があります。 ニ一813,3,,0,第働力人口のｊ移【大販需１81１ ,03,, 

①労働力の絶対数の不足
大阪府の労働力人口は、 １９９５9,Ｈ７0x年の

４６６万人をピークに減少しており、今後も少子化
の進展に伴い、さらに減少すると予想されます。
労働力人口の減少を補うため、 女性や高齢者

等の潜在的な労働力をいかに活用するかが、持
続可能な社会を構築する鍵になると考えられま
す 。 3,
このため、就労意欲のある女性や高齢者等の

雇用拡大、 多様な雇用環境の創出など、の好機
となる可能性があります。 

６００ 

４００ 

２００

０ 

６０ 

４０ 

２０

０ 

x4生産年齢人ロ81牛産活動の中心となる１５歳0x６４歳の人口
x4労働力人口 81１５歳以上の人口のうち就業者9,休業者を含む0x

と完全失業者9,働く意思を持ちながら仕事に就いて
いないもの0xの合計を指す

３,人口減少。超高齢社会の影響
9,２0x経済。雇用国生産年齢人口の減少

Ｓ６０ Ｈ２ Ｈ７ ＨI２ ＨI７ 
出典81投務省「国路調査」

②労働力人口の減少
厚生労働省の労働力等の推計によると、今

後、 経済成長と労働参加がいずれもが適切に進
まないと、 大阪府の労働力入口及び就業者数
は、２０３０9,Ｈ４２0x年には、それそれ４９3,５万人
減の３９４,２万人9,Ａll２0x0x、４８3,９万시減
の３７３3,９万人9,Ａll,６0x0xとなると予想され
ています。 

Ｓ60

Ｓ００

４５０

４００

３的

労働力人口の推移【大阪府】

⊠済成81長と労使1修加がいずれti適切に１生むケース81 lｌ線 進まないクx9ース81実線

 ,0,0,0,081,0

.,0一全国一 右目盛りーー一 

,0x9万入

７０００ 

ＳＳＯ

Ｓ0０

450

４００ 

,0 

350,0

 万人

７０００



３, 人口減少。超高齢社会の影響
9,２0x経済。雇用国生産年齢人口の減少

③困難な中小企業の人材確保
製造業では、技術者の高齢化により技能承継

の問題が深刻化しています。
少子化がさらに進むと、特に中小企業では、質

の高い人材の確保が困難になり、 後継者。技術
者不足がより顕著となる可能性があります。 

３５0x 

３０0x 

２５0x 

２０0x 

８０0x 

７０0x 
６０0x 

５０0x 

４０ 

３０0x 

２０0x 

事業所,3,9,1０００人案構0x �の究足率の推移【大販府】

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ 

出典81大順労働局「統計年報」
x4新規求人数(新規学車を除きパートタイムを合む0xに対する充理の割合

京都府 大阪府 兵庫県 奈良県

出典

３, 人口減少。超高齢社会の影響
9,２0x経済。雇用国東京一極集中による人材の流出

【参考】大阪府からの転出企業
府内企業を対象とした「大阪府国土利用計画等の

策定のためのアンケート調査9,※0x」によると、
大阪府内に立地している企業9,製造業0xのうち、
１3,１0xの企業が府外への移転を予定又は検討しています。

その主な理由として、工場等の規模拡張にあたり、
府内に適当な土地の確保が難しいことがあけちれます。

ただし、企業が府外に転出した場合、従業員等に  
ついても、 あわせて府外に転出する可能性があります。

※府内企業２,０００社を対象に重lｌ送で調査,有効回答数５３１ 

の推移【大阪府】

題単独本社企業 最複数本社企業0x主81 １,0複数本社企業0x従81題元大阪本社企業

昭和５９年

平成元年

平成６年

平成１１年

平成１６年

平成２１年

ｌ 0,  
 0xｌ 81,,0xx9810x   

0x ｌ0x0x   
０ ５０ １００ １５０ ２００

出典81解ｌ登済新聞社「会杜四季報」 9,社0x 

府内立地企業の移転意向9,製造業0x【大阪府】

５８ 

①企業の中枢を担う高度専門人材の流出
大阪府内から東京圏へ企業自体が移転す

るほか、 大阪府内に残りながら本社機能を移
転する動きが続いています。
このため、大阪の「稼ぐ」力を奉引するために

必要な高度専門人材9,プロフェッショナル人
材0xが、大阪府内から東京圈へ流出する可
能性が強まっています。 



３3, 人口減少。超高齢社会の影響
9,２0x経済。雇用国東京一極集中による人材の流出

②厳しい若年層の雇用環境9,収入0x
所得階層別世帯数の割合を全国や東京都

と比較すると、大阪府は低所得9,0x２９９万
円0xの割合が高い状況にあります。
大阪府民一人当たりの所得は、東京都区

部の７割程度ですが、若年層9,３９歳以
下0xの収入格差はさらに大きくなっています。
府内の新規学卒者が就職に伴い府外に転

出する場合、東京圏への転出が大半を占め
ており、今後、さらに東京一極集中が進展し
た場合、 若年層の転出が加速する可能性が
あります。 

０0x ２０0x ４０0x 

推移9,高齢者除く0x
６０0x ８０0x １００00x9, 

３０0x 

２０0x 

１０0x

０0x 

３3, 人口減少。超高齢社会の影響
9,２0x経済。雇用国雇用環境

①職場環境の充実
仕事と子育ての両立を実現するためには、職場
での理解や、子どもを安心して産み育てることがで
きる職場環境づくりが重要です。
大阪府が２０１４9,Ｈ２６0x年に実施した調査で
は、仕事と子育てを両立するにあたって、不安に
感じることとして、「自分のゆっくりできる時間がな
い」、「仕事と家事の両立が体力・時間的にも難
しい」とともに、 「子どもの病気など、遅刻・早退・休
暇などがとりにくい」が上位となっています。
また、妊娠・出産時に職場で必要なこととして、
「安定した雇用環境の整備」が求められています。 
雇用主である企業側においても、さらなる出産・ 
子育てに対する理解や環境整備が求められま
す。 

仕事と子育ての両立での不安【大販府】
0% IＣI% ２ｍ ３出

出鹿 81大ｌf府「婚活・子育て応援事業報告留」9,２０１５0xより企画室作成



３3,人口減少。超高齢社会の影響
9,２0x経済。雇用國雇用環境

② 非正規職員・従業員の増加
大阪府は全国と比べて非正規の職員・従業員の
割合が全国よりも高くなっています。 ・

9,Ｈ２６府81４０3,２0x全国81３７3,４0x0x
また、近年正規職員等の人数が減少する一方
で、 非正規職員等の人数は男女とも増加傾向に
あります。
また、雇用形態別で配偶者のいる割合9,男

性0xを比較すると、３０0x３４歳では約３3,２倍の差
があります。
正規職員としての雇用を希望する人が、その願い
を実現し、いきいきと活躍できる社会環境づくりが
求められます。 

歷用形態別就業状況【大阪府】

単位81干人
Ｈ２５   Ｈ２６   

人数 ｌ 割合   人数 ｌ 割合   前年比 

正規の職員・従業員  ２,１５1  ６１3,１0x  ２,１１７1 ５９3,８0x   Ａ３９ 

男  １,４８１  ７６3,３0x  １,４６０  ７５,２0x  Ａ２１ 

女  ６７1  ４２3,６0x  ６５７  ４１3,１１0xｏ  Ａl８ 

非正規の職員・従業員  １,３７Ｃ  ３８3,９0x  １,４２３  ４０3,２0x  ５３ 

男  ４６9,  ２３,７0x  ４８２  ２４3,８0xｏ  ２２ 

９１０1 ５７3,４0x   ９４２  ５８3,９0x  ３２ 

注0x 割合x9「正規の職員・ 従業員」「非正規の職員・ 従業員」の合計に占める割合

１る割合9,男性0x【大販府】
６０ 1０ 

ｌfi8181 

３,人口減少。超高齢社会の影響
9,２0x経済。雇用国国内市場の変化

０市場構造の変化
国内需要は景気動向などの影響を大きく受

けますが、少子高齢化は、個人消費や住宅
投資などの国内需要における低下の一因とな
る可能性があります。
世帯数は単身世帯の増加等の影響により増

えている一方で、新築住宅建設は近年減少
傾向にあります。
また、人口構造の変化により、国内市場の構

造が大きく変化する可能性があります。
例えば、人口が減少する子ども・現役世代向

けの市場は縮小のおそれがありますが、医療・ 
介護・福祉等の市場は拡大が見込まれます。
また、医療・介護分野での技術革新は、新た

な産業を創出する契機になる可能性を秘めて
います。 

４,５００ 

４,０００ 

３,５００ 

３,０００ 

１８０ 

１７０ 

１６０ 

１５０ 

１４０ 

１３０ 

１２０ 

１１０ 

１００ 

ＨI６Ｈ１７Ｈ１８Ｈ１９Ｈ２０ Ｈ２１Ｈ２２Ｈ２３Ｈ２４Ｈ２５Ｈ２６ 
出典81国十x9、,通省「住宅a:統計」、大阪府「大阪府の推計人ロ」

 ,0,0医療介震需要予測指数9,２０１０年x9１００0x,0 

中医療81大阪

中医療81全国

中介護81大阪

。x9・一・介護81金国

２０１０ ２０１５ ２０２０ ２０２５ ２０３０
出典81日本医師会「⊠医能報システム」

１２0,ｏ６ｇ0x 

９０,０００ 

６０,０００ 

３０,０００ 

０ 



３3, 人口減少。超高齢社会の影響
9,２0x経済。雇用国府税収入

０府税収入
人口と個人府民税9,均等割、所得割0xや地方

消費税との明らかな相関関係は見られません。
これは、非課税世帯や、所得に比例した課税制

度、景気の変動等による消費動向の影響9,変
化0xなどが考えられます。 9,所得割は「府内総生
産」との連動がみられます0x
ただし、今後、人口減少。高齢化の進展により、

都市のにき、わいや活力が低下し、個人所得の減
少や消費の冷え込み等が生じた場合、これらが府
税収入の減少につながり、その結果、必要な行政
サービスの提供が難しくなる可能性があります。 

府内人口と個人府民税等との相関関係

３3, 人口減少。超高齢社会の影響
9,３0x都市。まちづくり 国都市構造の変化

9,府税の内訳0x 

Ｅ81ｌ 

人口減少、少子高齢化の進展による人口構造の変化は、インフラ整備や空家・空地の問題など、まちづくりに
様々な影響を及ぼすことが懸念されます。現在でも、公共バス路線の縮小や空家の増加といったさまざまな影
響が生じていますが、今後、これら力ｔ、さらに進展するおそれがあります。

水使用の推移 9,上水給水量0x【大阪府】,0 

①都市インフラの需要の変化
人口減少は、人々の日常生活を支える工ネ

ルキーや上下水道の利用量、ご、みの発生量な
どに大きく影響します。
人口減少による工ネルキー消費量の低減を

契機に、新工ネルキー関連企業が集積する強
みを活かして、新たな社会づくりを先導すること
が期待されます。 
また、人口減少を踏まえ、都市インフラの集

約化、 維持管理などを計画的に進めていくとと
もに、 人口急増期の市街地拡大の際に整備
された道路、河川、橋梁などの都市インフラに
ついても維持管理、施設更新を着実に進めて
いく必要があります。 

9,千ｎl0x 
１,６００,０００ 

１,４００,０００ 

１,２００,０００ 

1,０００,０００

８００,０００ 

６００,０００ 

６００ 
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０
 

０
 

０
 

０
 

０
 

４
 

３
 

２
 

１

一
こ
:
x
9
み
排
出
ａ
9
,

万
ト
ン
0
x
 

１１ 

一般鹿棄物排出量の推移【大販府】

１3,０１６ ９７８ ９６０ ９６０ ９６３ 

３００  

、 、81  

２７８  

、

、  ５０  ４９81  

２６０  ２５４  ２５５  ２Ｓ２  

４４  ４４  ４２  ４2  

２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２ 9,年・
1==１滅量化量9,府内0x

一１人１日当たりの排出量9,府内0xｌ
一

出與81大법的ｌ平成２６年大販府環境自ａ」 8181



３3, 人口減少。超高齢社会の影響
9,３0x都市。まちづくり 留都市構造の変化

②公共交通の需要の変化 
大阪府の鉄道。バス利用者数は、 通威する

傾向にあります。地域住民の高齢化及び生
産年齢人口の減少は、 公共交通の便の縮小
や路線の廃止などにつながることがあります。住
み慣れた場所での生活を望む高齢者が、買い
物など日常的な移動に不自由を強いられる
ケースが増えています。
一方で、大阪府を含む関西圏では、東京圍

と比較して通動時間が短い傾向にあります。 
交通網の発達により、短い時間で郊外から都
心への通勤や通学が可能となっています。 

千人

４,０００,０００ 

３,０００,０００ 

２,０００,０００ 

１,０００,０００

０ 

１０00x 

９０0x 

８０0x 

７０0x 
６０0x 
ＳO0x 
４０0x 
３０0x 

２０0x 

１０0x

０0x 

Ｓ５０ Ｓ６０ ＨI８ ＨI９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 
出與81一般財団法人連輸政期ｌ院組構「地域交通年報」

、 ,0,081森計を主に支える者の通動時間 ,,、 , 

IＳ0x  

    

田 

３3, 人口減少。超高齢社会の影響
9,３0x都市。まちづくり 国都市構造の変化

鉄道・パス利用者数の推移【大販府】

開能田パス

一ｏ一推移9,鉄道0x 一推移9,パス0x 

Ｓ５０x9１００ 

国不詳

翻２時間以上

國１時間３０分

0x２時間
ロ１時間0x

１時間:1０分
ロ４５分0x

１時間日 ３０0x４Ｓ分

０１Ｓ0x３０分

因１５分未満

[重8181 

③高齢者に対応したまちづくり
福祉のまちづくり条例施行以降、これまで道

路や駅の段差、階段などのバリアフリー化はか
なり進みましたが、案内が不十分など高齢者
には利用が困難なものも数多くあります。
今後、高齢化の急速な進展に伴い、より一 

層高齢者に配慮したまちづくりが求められま
す。 

④ 空家・空地の増加
大阪府内では空家数が年々増加しており、

平成２５年住宅・土地続計調査においては、
２０１３9,Ｈ２５0x年には、空家数が約６８万
戸、空家率１４3,８0xとなっています。
人ロ・世帯数の減少が進み、さらに空家,空

地が増加すると、 住環境等が悪化するといった
おそれがあります。
一方で、空家・空地を地域の貴重な資産とし

て有効活用することにより、定住魅力・都市魅
力の高まりが期待されます。 

８００ 

７００ 
６００ 

５００ 

４００ 
３００ 

２００ 

１００
０ 

出典81国通通新一ムページ

総住宅数、空家数、空家率の推移【大阪府】
9,万戸0x 

５００ 

４００ 

３００ 

２００ 

１００

０ 

駅数

１２０ 

１１０ 

１００ 

９０ 

８０ 
７０ 

６０ 

５０ 
４０ 

９５0x 

９０0x 

８５0x 

８０0x 

７５0x 

７０0x 

81  

Ｓ４３Ｓ４ａＳ５3,３Ｓ５８Ｓ６３ Ｈ５ Ｈ１０Ｈ１５Ｈ２０Ｈ２５ 

１５0x 

１０0x 

５0x 

０0x 
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４, 人口の将来見通し。基本的な視点。取組みの方向性

国人口の将来見通し9,シミュレーション0x【定住人ロ】
０出生率を改善し、東京圈への一極集中を解消することにより、人口減少傾向を抑制できます。 

ｏ 出生率が、２０２０年に１3,６程度、 ２０３０年に１3,８程度、 ２０４０年に２3,０７と想定
※ 府と全国平均との出生率の差9,２００５0x２０１４年の平均0xを加味すると、２０４０年に

７９４万시こなると推計されまず, 

９００ 

８８０ 
８６０ 

ｕｏ 

８２０ 
８００ 
７８０ 
７６０ 

７４０ 
７２０ 
７００ 

５８万人増

７５０ 

２０１５ ２０２０ ２０２５ ２０３０ ２０３５ 

ｏ人口減少傾向が、抑制できれば 3, 
여ｔ会増81威・自然増威ともに

上記２つの条件を満たした場合

ｏ８２３万人0x８３７万人の間になると
推計されます。

0x※社会増により、出生数も変化する81
ため、５８万人,0２７万人と８７万시ま
一致しません3, 

２０４０ 

ｅ東京圈への一極集中を是正したら
ｅ東京图への転出超過数がセロになる

9,万入0x81818181 

９００ 
８８０ 

８６０ 
８４０ 
８２０ 
８００ 
７８０ 
７６０ 

フ４０ 

２０ ２０２０ ２０ ２０ 



４。 人口の将来見通し。基本的な視点。取組みの方向性

田基本的な視点
０我が国の人口構造は、数の面でも構成の面でも将来にわたって大きく変化することが予測されます。特に、

大阪府は都市部で最も早く人口減少を迎えるとともに、 高齢者人口が２０１０9,Ｈ２２0x年からの３０年間で、
約４０0x増9,１９６万人⇒２６９万人0xと全国を大きく上回るスピードで高齢化が進む見込みです。

０ 人口減少・超高齢社会については、高齢化による生活不安の増大、生産年齢人口の減少による経済成
長への悪影響、人口減少。世帯数の減少による空家。空地の増加など、様々な「負の影響」が指摘されてい
ます。これらの変化に対して、何も対策を講じず、人口増加期の制度や仕組みを改めなければ、行政サービ
スの低下や社会保障の需要増大に伴う負担の増加など、厳しい未来が到来するおそれがあります。 3,

０しかし、景気や災害などと異なり、人口の変化は長期にわたって一定の傾向を予測でき、また、対策を講じ
ることが可能です。 人口減少。超高齢社会の到来を「変革のチャンス」と捉え、 これまでの考え方やライフスタイ
ルを改めるなど、私たち一人ひとりが改革に取り組むことが求められます。 ・

０具体的には、将来に向けて出生率の向上をめざし、人口構造を変えていく取組みと、直面する「人口減
少・超高齢社会」においても、 持続可能な社会システムを構築する取組みをバランスよく行うことが必要です。 

０また、大阪府を中心とした関西都市圈はわが国第二の経済圏であり、東京経済圏とともに、日本の成長を
けん引する役割が期待されています。また、２０１１9,Ｈ２３0x年の東日本大震災では、首都圏を含む広範な
範囲が被災することにより、大阪・関西がその代替拠点としての機能を発揮する必要性が改めて明らかになり
ました。 

このような「大阪」が有する都市としての強みを活かし、 経済機能。都市魅力等をさらに強化することにより、
昼間・交流人口の増加を図るなど、東西818181極の一極としての社会経済構造を構築することも重要です。 

４3, 人口の将来見通し。基本的な視点。取組みの方向性

【人口減少・超高齢社会に向けた基本的な視点】
０ 今後本格的に到来が予想される「人口減少・超高齢社会」においても、持続的発展を実現するために、次

の基本的な視点のもとに取組みを進めていきます。
ｅ出生率を向上させることにより人口減少傾向を抑制し、将来予想される人口構成を変えていく。 ・ 
ｅ 今後の人口減少・超高齢社会に的確に対応するため、若者・女性・高齢者・障がい者などすべての人が

活耀できる持続可能な社会システムを再構築する。
ｅ 都市としての経済機能や魅力を高め、 活気あふれる「大阪」を実現する。 



４3, 人口の将来見通し。基本的な視点。取組みの方向性

國取組みの方向性
０基本的な視点を踏まえ、以下の３つの柱で取組みを進めます。 

０具体的な方向性の内容については、大阪府まち。ひと・しごと創生総合戦略において、記載します。し81ｚ1」一１Ｌユ◆」

４, 人口の将来見通し。基本的な視点。取組みの方向性

【参 考】大販府の将来人口の推計方法について

０この人口ビジョンで使用している将来推計人口は、「大阪府の将来推計人口の点検について」9,平成２６
年３月0xの３つのパターンのうち、ケース２を採用し、２０１５9,Ｈ２７0x年9,※0xからの人口推計を行っていま
す。
※基準人口としている２０１５9,Ｈ２７0x年の値は、上記の府独自推計における推計値であり、実績値と異なる可能性があります。

9,百万人0x 
９００ 

８８０ 

８６０ 

８４０ 

８２０ 

８００ 

７８０ 

７６０ 

７４０ 

７２０ 

２０１０ ２０１５ ２０２０ ２０２５ ２０３０ ２０３５ ２０４０ 

2０1０  ２０１５  ２０２０  ２０２５  ２０３０  ２０３Ｓ  ２０４０ 

ケース１ 一士一  ８８６3,５  ８８４3,６  ８７３3,４  ８Ｓ４3,０  ８２９3,１  ８００,６  ７６９3,３ 

ケース２ ,0ｏ,0  ８８１3,４  ８６６,８  ８４４3,１  ８１６3,０  ７８４3,１  ７４９3,９ 

ケース３ ,0Ｂ,0  ８８６3,Ｓ  ８８０3,６  ８６４3,５  ８４０3,２  ８１０3,６  ７７７3,２  ７４１3,５ 

２００７9,ＨI９0x年一２０１２9,Ｈ２４0x年の府の社会増減数を反映し、基準となる移動率を算定3,
ケース１9,転入超過大0x 81２００７9,ＨI９0x年一２０１２9,Ｈ２４0x年の動向が今後も継１続するものとして、基準となる移動率をそのまま設定, 
ケース２9,転入超過中0x 81国推計で言われている全国的な競小慨向に合わせ
ケース３9,転入超過小0x 81国推計で言われている全国的な縮小傾向に合わせ、

た移動率を設定。 
た移動率を設定, 

81ａ



４, 人口の将来見通し。基本的な視点。取組みの方向性

０ また、人口の将来見通し9,シミュレーション0x 【Ｐ,７０】については、以下の条件でシュミレーションしています。

ｅ若い世代の終了・出産・子育ての希望が実現したら
【出生の仮定】

２八x9ターンの出生率の仮定値を設定し、推計しています。
①国に準拠⇒２０２０年81１3,６、２０３０年81１3,８、２０４０年81２3,０７
② 府出生率と全国平均出生率の実績値では、おおよそ０3,１ポイントほどの差があることを加味し、府独自の出生率

の仮定値を設定x9二⊠２０２０年81１3,４９、２０３０年81１3,６８、２０４０年81１3,９３

x9参考4,２０１４年の府出生率81１3,３１、全国81１3,４２9,差81０3,１１0x、２００５年0x２０１４年における出生率の差の平均81０3,９３３

ｅ東京圏への一極集中を是正したら
【社会移動の仮定】

大阪府から東京圏へ転出する人口は毎年４万人程度ですが、東京圏から大阪府への転入は３万人程度にとどまって
おり、約１万人が転出超過となっています。
このため、東京圈への転出超過が０となることを想定した純移動率を仮定値とし、推計しています。

x9参考4,２０１４年に大阪府から東京圏へ転出した数81１０,９０５人、２０１０年0x２０１４年の５年間の合計81３７,９０２人

ｅ人口減少傾向が抑制できれば
上記２つのケースをどちらも満たした場合のシミュレーションを行っています。 

※２０４０年以降についてはシミュレーションは行っておらず、長期的に人口が雑持されていくことを想定したイメージ図です。 


